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背景と動機

　１９９３年１月１日ヨーロッパに単一市場が誕生して以来，結論を出すには性急

であるが，欧州共同体（Ｅ．Ｃ．）の市場統合はまだ予期した通りの成果を生んで

いないように思われる。その理由の一つは，世界経済が運悪く景気循環の底に

直面していることにあるが，域外国に対して自由貿易を妨げる保護主義的な傾

向がＥ　Ｃにおいて再ぴ目だってきている。一度消えかけた “ヨーロヅパの要

塞化”が再び懸念されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８０）



　　　　　　　　　　　　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果（稲田）　　　　　　　　　　　５７

　本論の目的は，小型世界モデルを用いてＥ．Ｃ．統合の経済的効果を日本とＥ

Ｃ． の関係に焦点を当てて検討することにある。しかしながら，予想される解

答は一様ではないと思われる。なぜならば，現在Ｅ．Ｃ．をとりまく環境が好ま

しくなく且つ不確実性に満ちているからである。本論ではそれらを考慮して ，

Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果の検討を，以下の二つの異なるシミュレーシ ョンを通

して行う 。それらは ，（１）Ｃｅｃｃｈｍ１（１９８８）で分析されたように ，Ｅ　Ｃの統合が

対外価格競争力を高めるような積極的なケースであり ，他方はそれとは異なり ，

（２）Ｅ．Ｃ．が域外国に対して排他的になるような（ヨーロッパの要塞化），消極的な

ケースの二つである 。

皿． Ｅ． Ｃ． と日本経済

　シミュレーシ ョン実験を通じて，Ｅ．Ｃ．経済統合の効果を検討する前に，Ｅ

Ｃ． と日本経済の世界経済に占める位置を一般的に確認しておこう 。

　ａ　経済規模の比較

　通常複数の経済を比較する場合，よく使用されるメジャーはＧＤＰと人口の

規模である。図表１ －１は，それらをＥ．Ｃ ．， 米国，日本について比較したもの

である。いずれも１９９０年の値である 。Ｅ．Ｃ．は名目ＧＤＰで６ ．１５兆ドル，人口

で３億４３６８万人の巨大な市場であり ，いずれも米国，日本を上回る。しかし ，

一人当たりのＧＤＰを比較すると ，日本は２ ．４万ドル，米国は２ ．３万ドル，Ｅ．Ｃ

は１ ．８万ドルという順にな っているが，いずれも高い吸収力を持つ所得水準で

あることに間違いない 。

　止 ．貿易構造の比較

　次に貿易の構造を比較してみよう 。以下の図表は，アジア経済研究所

（Ｉｎ．ｔｉｔｕｔ．ｏｆＤ。。。１ｏｐｉｎｇＥ．ｏｎｏｍｉｅ。，以下ＩＤＥ）作成の貿易マトリッ クスから，輸

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８１）
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図表ト１　経済規模の比較

名目ＧＤＰ
（兆ドル）

６， １５

５， ６８

２． ９４

人口１人当たりＧＤＰ
（百万人）　　　　（千ドル）

３４３ ．６８

２４９ ．９２

１２３ ．６１

１７ ，９

２２ ，７

２３ ．８

出輸入の構造を日本，Ｅ．Ｃ．を中心に見たものである 。

　まず日本側から，地域別輸出シェアを時系列的に見たのが図表１ －２（・）と

（ｂ）である。ＲＯＷ（Ｒ。。ｔｏｆｔｈ．Ｗ。。１ｄ）を除けば，米国への輸出シェアが高いこ

とがわかる。１９７５年以降上昇傾向を示し８６年には３９％とピークをつけるが，や

がて停滞低下傾向を示し９０年には３２％に低下する 。

　それに比して，Ｅ．Ｃ．の日本の輸出に占めるシェアは，７０年代や８０年代前半

は１０％程度であるが，８６年には１５％を超え９０年には１９％まで高まっ た。 Ｃｅｃ －

ｃｈｍ１ （１９８８）が予想した統合効果は，域内国民にハラ色の夢を抱かせ統合の再

活性化に寄与した。それは統合のアナウンスメント効果をもたらし，日本や米

国の域外企業の欧州進出のラ ッシュを引き起こした。これが，８６年以降の日本

からＥ．Ｃ．への輸出シェアの拡大となっ て現れている。輸出の規模を通関統計

でみると ，日本のＥ．Ｃ．輸出は，８５年の２００．２億ドルから８６年の３０６．８億ドルヘ

と５３％も増大している 。９２年には６２４．７億ドルと８６年の２倍以上に急拡大して

いる。一方，輸入を見れば，８５年１２３ ．６億ドル，８６年１８１ ．２億ドル，９２年３７８ ．８

億ドルとなっ ており ，輸出とほぼ同率で伸びている。ただ二国間の貿易バラン

スは，８５年時点で７７億ドルの赤字であるため，この問輸出輸入がほぼ同率で伸

　　　　　　　　　図表皿 一２（ａ）日本の主要地域別輸出シェア

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

輸出国米国
３１ ．１ ２０ ．２ ２４ ．４ ３７ ．６ ３８ ．９ ３６ ．８ ３４ ．１ ３４ ．１ ３１ ．７

台湾
３． ６ ３． ３ ４． Ｏ ２． ９ ３． ８ ４． ９ ５． ４ ５． ６ ５． ４

韓国
４． ２ ４． ０ ４． １ ４． ０ ５． ０ ５． ８ ５． ８ ６．０ ６． １

中国
２． ９ ４． ０ ３． ９ ７． １ ４． ７ ３． ６ ３． ６ ３． １ ２． １

Ｅ． Ｃ． １２ ．１ １１ ．１ １３ ．９ １１ ．９ １４ ．８ １６ ．６ １７ ．８ １７ ．５ １８ ．８

ＲＯＷ ４６ ．０ ５６ ．８ ４９ ．６ ３６ ．５ ３２ ．９ ３２ ．４ ３３ ．３ ３３ ．７ ３５ ．９

世界
１００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０

（１８２）



　　　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果（稲田）

図表皿 一２（ｂ）日本の主要地域別輸出シェア
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びているが，貿易赤字は９２年には２４６億ドルヘと拡大している 。

　次に，地域別輸入シェアを見て行こう（図表１ －３（・）と（ｂ））。 日本の輸入に占

めるシェアで一番大きいのがＲＯＷである。ＲＯＷのシェアは，７０年代及び

８０年代前半，原油価格の高騰で６０－７０％を占めていたが，８０年代後半原油価格

暴落とともに５０％を割る水準となっ ている。ＲＯＷを除けば輸出と同様，米国

が高いシェアを持っており ，この問２２－２３％程度である 。Ｅ．Ｃ．のシェアは７０年

代及び８０年代前半は１０％以下であるが，８６年以降上昇し９０年には１５％まで高ま

　　　　　　　　　図表皿 一３（ａ）日本の主要地域別輸入シェア

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

輸入先米国
２９ ．５ ２０ ．１ １７ ．５ ２０ ．３ ２２ ．２ ３１ ．７ ２３ ．０ ２３ ．４ ２２ ．８

台湾
１． ３ １． ４ １． ６ ２． ７ ３． ９ ４． ９ ４． ８ ４． ３ ３． ７

韓国
１． ２ ２． ３ ２． １ ３． ２ ４． ４ ５． ５ ６． ４ ６． ３ ５． ０

中　国
１． ３ ２． ７ ３． １ ５． １ ４． ７ ５． １ ５． ４ ５． ４ ５． ２

Ｅ． Ｃ． ８． ５ ６． １ ５． ８ ６． ９ １０ ．５ １１ ．９ １２ ．９ １３ ．５ １５ ．Ｏ

ＲＯＷ ５８ ．１ ６７ ．５ ６９ ．９ ６１ ．８ ５４ ．２ ５０ ．９ ４７ ．５ ４７ ．２ ４８ ．３

世界
１００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

（１８３）
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図表ト３（ｂ）日本の主要地域別輸入シェア （単位 ：％）
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ってきている 。

　逆に，Ｅ．Ｃ．側から地域別輸出入シェアを見たのが，図表１ －４（・），（ｂ）であ

る。 Ｅ． Ｃ． にとっ ては，域内への輸出比率が圧倒的であり５０％を超えている 。

８０年代後半にはその比率は更に上昇し，９０年には６１％まで高まっ ている。それ

と対応するかのように，ＲＯＷへの輸出シェアは７０年代の４０％から８０年以降低

下し，９０年には３０％を割り込むようになっ てきている。日本はＥ．Ｃ．にとっ て，

図表ト４（ａ）Ｅ．Ｃ．の主要地域別輸出シェア

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

輸出先日本
１． ２ ０． ９ １． ０ １． ２ １． ４ １． ６ １． ９ ２． Ｏ ２． １

米国
８． ３ ５． ７ ５． ５ １０ ．１ ９． ３ ８． ７ ７． ８ ７． ４ ７．Ｏ

台湾
０． １ ０． ２ ０． ２ ０． ３ ０． ３ ０． ４ ０． ５ ０． ５ ０．４

韓国
Ｏ． １ ０． ２ ０． ２ ０． ３ ０． ４ ０． ４ Ｏ． ５ ０． ５ ０． ６

中国
０． ４ ０． ５ ０． ４ ０． ８ ０． ８ ０． ７ ０． ６ ０． ６ ０． ５

Ｅ． Ｃ． ５３ ．３ ５２ ．５ ５５ ．５ ５４ ．７ ５７ ．Ｏ ５８ ．７ ５９ ．３ ５９ ．７ ６０ ．７

ＲＯＷ ３６ ．５ ４０ ．Ｏ ３７ ．４ ３２ ．６ ３０ ．８ ２９ ．４ ２９ ．４ ２９ ．２ ２８ ．７

世界
１００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

（１８４）
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図表皿 一４（ｂ）Ｅ．Ｃ．の主要地域別輸出シェア
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市場規模としては１％程度であるが，８０年代後半上昇し９０年には２ ．１％となっ

ている。米国は，８５年には１０％のシェアであ ったが９０年には７％に低下してい

る。

　Ｅ．Ｃ．の輸入相手国として，日本の役割は近年高まりつつあり ，シェアは

５％程度まで上昇している。対照的に米国のシェアはこの２０年間で１０％から

７％まで低下している。圧倒的に高いのが域内貿易でありＥ
．Ｃ．統合推進以前

図表皿 一５（ａ）Ｅ．Ｃ．の主要地域別輸入シェア

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

輸入先日本
１． ７ ２． １ ２． ６ ３． ４ ４． ４ ４． ４ ４． ７ ４． ５ ４． ３

米国
１０ ．７ ８． ７ ８． ３ ８． Ｏ ７． ３ ７． Ｏ ７． １ ７． ５ ７． １

台湾
Ｏ． １ Ｏ． ３ Ｏ． ４ Ｏ． ５ Ｏ． ６ ０． ８ Ｏ． ９ Ｏ． ９ Ｏ． ８

韓国
０． Ｏ Ｏ． ２ Ｏ． ４ Ｏ． ４ ０． ６ Ｏ． ７ Ｏ． ８ Ｏ． ７ Ｏ． ６

中国
０． ３ Ｏ． ３ ０． ４ Ｏ． ５ Ｏ． ５ Ｏ． ６ Ｏ． ７ Ｏ． ８ Ｏ． ９

Ｅ． Ｃ． ５０ ．２ ５０ ．３ ４９ ．１ ５２ ．５ ５７ ．Ｏ ５８ ．Ｏ ５７ ．８ ５７ ．３ ５７ ．９

ＲＯＷ ３７ ．Ｏ ３８ ．２ ３９ ．Ｏ ３４ ．７ ２９ ．６ ２８ ．４ ２８ ．０ ２８ ．４ ２８ ．４

世界
１００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ

（１８５）
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図表皿 一５（ｂ）Ｅ．Ｃ．の主要地域別輸入シェア （単位 ：％）

６０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”ケ ー◇ ’’◇一命一◇
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・・ル＼、
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・・へ、．サ，分 一・ 一サ
ー〆

４０

、谷
、、・八トヘ合．ムームーム＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水士べ

％３０
＼

込、
　、△一一△一ｒへ一一△

２０

　　十 ．．

１Ｏ＋
‘’１ ＋．’一 十一・・

十… 十・・ 十・・ 十・・・ ・… 十… 十… 十… 十・…… 十・・ 十… ．． 十．．． 十．．、 十．．十

Ｏ

１９７０　 １９７２　 １９７４ 　１９７６ 　１９７８　 １９８０　 １９８２ 　１９８４ 　１９８６　 １９８８　 １９９０

１９７１　１９７３　１９７５　１９７７　１９７９　１９８１　１９８３　１９８５　１９８７　１９８９

口　日本　　十　米国　　◇　Ｅ．Ｃ．　 △　Ｒ０Ｗ

では５０％程度であ ったが，８６年以降更に５％ポイント高まっ た。 ＲＯＷのシェ

アは８０年以降低下し後半には３０％を割り込んでいる（図表ｎ －５（・）と（ｂ））。

皿． 貿易連関モテル

　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果を検討する手段として，われわれは貿易で連結され

た世界計量モテルを使用する。本節では，まず最初に，われわれの使用する世

界計量モテル（ＩＣＳＥＡＤ／Ｒ１ｔ．ｍｅ１ｋａｎ　ＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅ１）の概要を説明する。次に ，

世界計量モテルの重要な構成要素である貿易連関モテルの基本的構造を説明し ，

二国問貿易の特徴を所得並びに価格弾力性の点から明らかにする 。

皿一１　ＩＣＳＥＡＤ／Ｒｉｔｓｕｍｅｉｋｍ　ｌＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅ１の概要

ＩＣＳＥＡＤ／Ｒ１ｔｓｕｍｅ１ｋａｎ　ＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅｌは，貿易連関モテルをインター・ フ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８６）



　　　　　　　　　　　　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果（稲田）　　　　　　　　　　　６３

エイスとする日本，米国，韓国，台湾，中国，Ｅ．Ｃ．及びその他世界を含む年

次の小型世界モテルである（図表皿 一１参昭）。

　日本及び米国モデルは，（１）ＧＮＰ／ＧＤＰ構成項目（名目 ・実質），（２）所得分配 ，

（３）財政，（４）生産及び労働，（５）賃金 ・物価，（６）金融，及び（７）国際取引の諸ブ

ロッ クから構成されている完備した コア ・モデルであるのに対して，台湾，韓

国， 中国，Ｅ．Ｃ．モデルは，（１）ＧＮＰ／ＧＤＰ構成項目（名目 ・実質），（２）デフレー

　　　　　　　　　　　　　　　　１）
タだけからなる簡単なモデルである 。

　更に特徴的なことは，日本モテルの下にＲｅｇ１ｏｎａｌ　Ｍｏｄｅ１を持 っており ，世

界経済変動の影響が日本経済を通じて日本の地域経済にどの程度の影響を与え

るか把握できる構造になっ ている（Ｔｏｐ　Ｄｏｗｎ　Ｍｏｄｅｌ）。

　　　　　　図表皿一１ＩＣＳＥＡＤ／Ｒ１ｔｓｕｍｅ１ｋａｎ　ＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅ１の概要

　　　Ｊａｐａｎ　Ｍｏｄｅｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｕ．Ｓ．Ｍｏｄｅ１

　　　ＧＮＰ，Ｅｘｐｏ汀Ｐｒｉｃｅ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＧＤＰ，Ｅｘｐ０１１二Ｐｈｃｅ

Ｒｅｇｉｏｎａｌ　Ｍｏｄｅ１

ＴｏｐＤｏｗｎ

Ｋｏｒｅａ　Ｍｏｄｅｌ

ＧＤＰ，Ｅｘｐ０１１＝Ｐｒｉｃｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｌｉｎｋａｇｅ

　Ｍｏｄｅｌ

Ｂｉｌａｔｅｒａ１Ｔｒａｄｅ

ｌｍｐｏ血

Ｉｍｐｏ血Ｐｒｉｃｅ

Ｃｏｍｐｅｔｉｔｏｒ　Ｐｒｉｃｅ

Ｅ．Ｃ． Ｍｏｄｅ１

ＧＤＰ，Ｅｘｐ０１１＝Ｐｒｉｃｅ

Ｔａｉｗａｎ　Ｍｏｄｅ１

ＧＤＰ，Ｅｘｐ０１１＝Ｐｒｉｃｅ

Ｃｈｉｎａ　Ｍｏｄｅ１

ＧＤＰ，Ｅｘｐｏ直Ｐｒｉｃｅ

ＲＯＷ　Ｍｏｄｅ１

ＧＤＰ，Ｅｘｐ０１１＝Ｐｈｃｅ

　皿一２　貿易連関モテルの基本構造

　まず，われわれはＩＤＥ作成の貿易マトリッ クスをもとに，本モデル用に統
　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
合された貿易マトリッ クスを作成した。図表皿 一２（Ａ）はその雛形である。われ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８７）
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われの貿易マトリッ クスは，日本，米国，韓国，台湾，中国，Ｅ．Ｃ．及びその

他世界から構成されている。貿易マトリッ クスの表頭に現れる国名が輸入国で ，

左の表側に現れる国名が輸出国である。表中の変数は左表側の国から表頭の国

への（名目）の輸出額を表している。したがって，表を縦に合計してみれば表

頭の国の輸入額を表すことになる。だたし，ＩＤＥ作成の貿易マトリッ クスで

の数字は保険料，輸送料及び関税を含まないＦＯＢ価格で表示されているので ，

各国政府の発表するいわゆる通関統計とはその分だけ過小になっ ている。その

点は国別モデルとリンクする際に調整が必要である 。

図表皿一２岨）貿易マトリッ クス（名目）

輸出先

輸出側
米　国 日　本 台　湾 韓　国 中　国 Ｅ．　Ｃ Ｒ　Ｏ　Ｗ 世界計

米　　国
一

ＥＸＭＮＪＵ ＥＸＭＮＴＵ ＥＸＭＮＫＵ ＥＸＭＮＣＵ ＥＸＭＮＥＵ ＥＸＭＮＲＵ ＥＸＭＮ　Ｕ
　　　・

日　　本 ＥＸＭＮＵＪ

一
ＥＸＭＮＴＪ ＥＸＭＮＫＪ ＥＸＭＮＣＪ ＥＸＭＮＥＪ ＥＸＭＮＲＪ ＥＸＭＮ．Ｊ

台　　湾 ＥＸＭＮＵＴ ＥＸＭＮＪＴ

■
ＥＸＭＮＫＴ ＥＸＭＮＣＴ ＥＸＭＮＥＴ ＥＸＭＮＲＴ ＥＸＭＮ　Ｔ

　　　・

韓　　国 ＥＸＭＮＵＫ ＥＸＭＮＪＫ ＥＸＭＮＴＫ

■
ＥＸＭＮＣＫ ＥＸＭＮＥＫ ＥＸＭＮＲＫ ＥＸＭＮ　Ｋ

　　　・

中　　国 ＥＸＭＮＵＣ ＥＸＭＮＪＣ ＥＸＭＮＴＣ ＥＸＭＮＫＣ

一
ＥＸＭＮＥＣ ＥＸＭＮＲＣ ＥＸＭＮ　Ｃ

　　　一
Ｅ．

　　Ｃ ＥＸＭＮＵＥ ＥＸＭＮＪＥ ＥＸＭＮＴＥ ＥＸＭＮＫＥ ＥＸＭＮＣＥ ＥＸＭＮＥＥ ＥＸＭＮＲＥ ＥＸＭＮ　Ｅ
　　　一

Ｒ　Ｏ　Ｗ ＥＸＭＮＵＲ ＥＸＭＮＪＲ ＥＸＭＮＴＲ ＥＸＭＮＫＲ ＥＸＭＮＣＲ ＥＸＭＮＥＲ ＥＸＭＮＲＲ ＥＸＭＮ　Ｒ
　　　一

世界計 ＩＭＭｌＮ　Ｕ

　　　Ｉ
ＩＭＭＮ ．Ｊ ＩＭＭＮ　Ｔ

　　　ｉ
ＩＭＭＮ　Ｋ
　　　一

ＩＭＭＮ　Ｃ

　　　一

ＩＭＭｌＮ　Ｅ

　　　一
ＩＭＭＮ　Ｒ
　　　一

ＥＸＭＮ　Ｗ
　　　　‘

図表皿一２（Ｂ）貿易マトリッ クス（実質）

輸出先

輸出側
米　国 日　本 台　湾 韓　国 中　国 Ｅ． Ｃ． Ｒ　Ｏ　Ｗ 世界計

米　　国
‘

ＥＸＭＪＵ ＥＸＭＴＵ ＥＸＭＫＵ ＥＸＭＣＵ ＥＸ岬Ｕ ＥＸＭＲＵ ＥＸＭ　Ｕ
　　一

日　　本 ＥＸＭＵＪ

■
ＥＸＭＴＪ ＥＸＭＫＪ ＥＸＭＣＪ ＥＸＭＥＪ ＥＸＭＲＪ ＥＸＭ ．Ｊ

台　　湾 ＥＸＭＵＴ ＥＸＭＪＴ

一
ＥＸＭＫＴ ＥＸＭＣＴ ＥＸＭＥＴ ＥＸＭＲＴ ＥＸＭ　Ｔ

　　一

韓　　国 ＥＸＭＵＫ ＥＸＭＪＫ ＥＸＭＴＫ

■
ＥＸＭＣＫ ＥＸＭＥＫ ＥＸＭＲＫ ＥＸＭ　Ｋ

　　一

中　　　国 ＥＸＭＵＣ ＥＸＭＪＣ ＥＸＭＴＣ ＥＸＭＫＣ ＥＸＭＥＣ ＥＸＭＲＣ ＥＸＭ　Ｃ
　　一

Ｅ．

　　Ｃ ＥＸＭＵＥ ＥＸＭＪＥ ＥＸＭＴＥ ＥＸＭＫＥ ＥＸＭＣＥ ＥＸＭＥＥ ＥＸＭＲＥ ＥＸＭ　Ｅ
　　‘

Ｒ　Ｏ　Ｗ ＥＸＭＵＲ ＥＸＭＪＲ ＥＸＭＴＲ ＥＸＭＫＲ ＥＸＭＣＲ ＥＸＭＥＲ ＥＸＭＲＲ ＥＸＭ　Ｒ
　　・

世界計 ＩＭＭ　Ｕ
　　一

ＩＭＭ．Ｊ ＩＭＭ　Ｔ
　　一

ＩＭＭ　Ｋ
　　一

ＩＭＭ　Ｃ
　　一

ＩＭＭ　Ｅ
　　一

ＩＭＭ　Ｒ
　　一

ＥＸＭ　Ｗ
　　　・

　後に述べるように，われわれの貿易連関モテルは，基本的には輸入関数と輸

出価格関数より構成されており ，輸入関数推定時には実質の輸入量が必要であ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８８
・）
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る。 つまり ，実質の貿易マトリッ クス（図表皿一２（Ｂ））を定義する必要があるのだ

が， 貿易量の実質化の前後で，貿易マトリッ クスとしての整合性を保つために

は， 若干の工夫が必要となる。以下ではその方法を順を追って簡単に説明する 。

　ａ ．各国及びその他世界の実質輸出の計算

　まず，名目の貿易マトリッ クス中の各国ないし地域とそれに世界全体の輸出

量をＩＭＦ発行のＩＦＳ（Ｉｎｔ．ｍ．ｔ１ｏｎ．１Ｆｍ．ｎ．１．１Ｓｔ．ｔ１．ｔ１。。）テータより得られる
，

当該のドル ・べ一ス輸出単価指数（Ｅｘｐ。。ｔＵ由ｔ　Ｖ ．１ｕ。，１９８５：１００）でデフレー

トして，実質の輸出系列を求める。ただし，台湾については，国民所得統計か

ら得られるローカル ・カレンシー輸出価格指数を為替レートを用いて ，１９８５年

１００というドル ・べ一ス指数に変換する 。Ｅ．Ｃ．については ，１９７０－９０年問のド

ル・ べ一ス輸出単価指数がポルトガルを除く１１ケ国についてＩＦＳから得られ

る。 これを当該国の輸出ウェイトで平均した価格指数をＥ．Ｃ．の輸出単価指数

としている 。

　こうして計算された実質貿易マトリッ クスの右端の列を使って，実質世界貿

易総量から各国ないし地域の実質輸出総量の合計を差し引けば，その他世界の

実質の輸出総量（マトリッ クスの右端の列の下から２つめの要素）が求められる 。

そして，その他世界の名目の輸出総額と実質の輸出総量の比率を計算すれば ，

その他世界のドル ・べ一ス輸出単価指数が求められる。最後に，こうして得ら

れたその他世界の輸出単価指数でその他世界の名目輸出額をデフレートすれば ，

実質のその他世界から各国への輸出量の系列を求めることができる 。

　止 ．各国及びその他世界の輸入単価指数の計算

　各国のドル ・べ 一ス輸入単価指数（Ｉｍｐ・・ｔＵｎｉｔ　 Ｖ・１ｕ・，１９８５＝１００）も台湾と

その他世界を除いてＩＦＳのデータより得られる 。Ｅ．Ｃ．の輸入単価指数も輸出

単価指数と同様の方法で得られる。ただし，輸入単価指数についてはＥ．Ｃ．構

成国１２ケ国について得られるので構成１２ケ国の輸入ウェイトで加重平均をとっ

ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８９）
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　輸入総額（マトリッ クスの一番下の行）を当該の輸入単価指数でデフレートし ，

各国の実質の輸入総量の系列を算出する。そして，実質世界貿易総量と各国の

実質輸入総量の合計を差し引けば，その他世界の実質の輸入総量（マトリッ ク

スの一番下の行の右から２つめの要素）が求められる。最後にその他世界の名目の

輸入総額と実質の輸入総額の比率を計算すれば，その他世界のドル ・べ一ス輸

入単価がデータとして計算される 。

　このような方法で，実質の貿易量を定義すると ，名目値では満足されていた

貿易マトリッ クスの縦の関係，つまり ，次の式に示されるような，日本を例に

とれば世界各国の対日本への輸出合計は日本の総輸入であるという関係

ＥＸＭＮＪＵ＋ＥＸＭＮＪＴ＋ＥＸＭＮＪＫ＋ＥＸＭＮＪＣ＋ＥＸＭＮＪＥ

　　　　　＋ＥＸＭＮＪＲ＝ＩＭＭＮＪ

等は，ＩＦＳの輸入単価をデフレータとして使用した場合，実質値の関係では満

たされない可能性がある。つまり ，

ＥＸＭＪＵ＋ＥＸＭＪＴ＋ＥＸＭＪＫ＋ＥＸＭＪＣ＋ＥＸＭＪＥ＋ＥＸＭＪＲ≠ＩＭＭＪ

　このような難点を問接的に避けるために，輸入関数の推定においては被説明

変数である名目輸入額を価格でデフレートして推定し，実際モデルを解く場合

には右辺にデフレータを乗じて名目輸入額を決定する 。

　さて，各国のモデルの中で輸出単価は，通常のモデルと同様に，各国の国内

物価や為替レートを説明変数とする「輸出価格関数」で決定されるが，各国の

輸入単価は，貿易マトリッ クスの名目値での縦横の関係を整合的に保つために

は， 各国の輸出単価から独立には決定できない。各国の輸出単価が得られてい

るものとして，日本の輸入単価（ＰＵＭＪ）の決定を例に取って説明しよう 。日

本の輸入単価は次のような，各国の輸出単価の一次結合として表される 。

ＰＵＭＪ＝ＷＲＵＪ＊ＰＵＥＵ＋ＷＲＴＪ＊ＰＵＥＴ＋ＷＲＫＪ＊ＰＵＥＫ

　　　　＋ＷＲＣＪ＊ＰＵＥＣ＋ＷＲＥＪ＊ＰＵＥＥ＋ＷＲＲＪ＊ＰＵＥＲ

（１９０）
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　　ＰＵＥＵ ：米国輸出単価　　　　　ＰＵＥＴ ：台湾輸出単価

　　ＰＵＥＫ韓国輸出単価　　　　　ＰＵＥＣ　中国輸出単価

　　ＰＵＥＥ ：Ｅ．Ｃ．輸出単価　　　　ＰＵＥＲ ：ＲＯＷ輸出単価

　この輸入単価定義式中の，各輸出単価にかかる係数は，先に求めた実質の日

本の総輸入に占める各国からの輸入量のシェア，つまり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＵ／ＰＵＥＵ）
　日本の実質輸入に占める米国のシェア　ＷＲＵＪ＝　　　　　　　　 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＴ／ＰＵＥＴ）
　日本の実質輸入に占める台湾のシェア　ＷＲＴＪ＝　　　　　　　　 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＫ／ＰＵＥＫ）
　日本の実質輸入に占める韓国のシェア　ＷＲＫＪ＝　　　　　　　　 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＣ／ＰＵＥＣ）
　日本の実質輸入に占める中国のシェア　ＷＲＣＪ＝　　　　　　　　 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＥ／ＰＵＥＥ）
　日本の実質輸入に占めるＥ　ＣのシェアＷＲＥＪ：　　　　　　　　 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＸＭＮＪＲ／ＰＵＥＲ）
　日本の実質輸入に占めるＲＯＷのシェア ：ＷＲＲＪ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＩＭＭＮＪ／ＰＵＭＪ）

である。このようにすることによっ て， 名目額での縦の恒等式は満足される 。

　　ＩＭＭＮＪ＝ＥＸＭＮＵＪ＋ＥＸＭＮＴＪ＋ＥＸＭＮＫＪ＋ＥＸＭＮＣＪ

　　　　　　　＋ＥＸＭＮＥＪ＋ＥＸＭＮＲＪ

　ｃ　国別輸出価格関数と競争者価格

　輸出価格は各国の費用条件（卸売り物価ないしはＧＤＰデフレータと為替レート）
，

及び各国の直面する市場条件（輸出競争価格）の関数である想定している 。

　ここで，輸出競争価格についても説明をしておきたい。やはり日本を例にと

ることにしよう 。日本の直面する輸出競争価格とは，次のような日本の輸出額

に占める各国のシェアを加重値とした各国輸入価格の加重平均で疋義される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９１）



６８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

　日本の直面する輸出競争価格

　　　　　　　　　　　　　　　日本の第ｉ国への輸出額
　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　 ・第ｉ国の輸入価格
　　　　　　　　　　　　　　　　日本の名目総輸出

つまり ，日本の輸出相手国での輸入価格が平均して低下した場合，日本もその

国での市場競争力の確保のため，ある程度その国に対する輸出価格を下げさる

を得ないという状況を反映している。したがって，輸出競争価格の輸出価格に

対する係数はプラスが期待される 。

　図表皿一３に輸出価格関数の推定結果をまとめておいた。表中の数字は各国

の輸出価格変化に対するそれぞれの要因の弾力性である 。

　輸出競争価格の係数は予想通りプラスであ ったが，台湾，日本，中国，Ｅ

Ｃ． の係数が０ ．４ －０．６と比較的大きいのに対して，米国および韓国の輸出価格は

競争価格に対してほとんど反応しない（０ ．２以下）。 国内価格に対する弾力性は ，

米国，韓国及び中国が０ ．６－ ０． ７， 日本が０ ．２７，Ｅ．Ｃ．がＯ ．３８，台湾が０ ．１９である 。

また為替レートに対する反応は中国が一番大きく ，１ ．２であるがその他の国は

Ｏ． ５－ Ｏ．６の範囲にある 。

図表１皿一３輸出価格関数の推計結果

国内価格 競争者価格 為替レート

米　　国
０． ７４５ ０． １０６

一日　　本
０． ２６５ ０． ４１５ 一０ ．５６２

台　　湾
０． １９１ ０． ５３３ 一〇 ．５７１

韓　　国
０． ６１１ ０． １７９ 一〇 ．６１７

中　　　国 ０． ５９３ ０． ６４２ 一１ ．２０８

Ｅ．

　　Ｃ
０． ３７６ ０． ５３９ 一０ ．５１７

　ｄ ．輸入関数の推計

輸入関数は通常の形式であり ，実質輸入が輸入国の実質生産額（所得項）お

よび自国価格と輸入価格の相対価格（価格項）の関数であるとして推定した 。

また価格項には，２ －３期問のラグを考慮した。より具体的には ，

実質輸入＝ドル建て名目輸入／輸入相手国のドル建て輸出価格

（１９２）



　　　　　　　　　　　　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果（稲田）　　　　　　　　　　　６９

　　所得項＝自国通貨建ての実質ＧＮＰあるいはＧＤＰ

　　価格項＝輸入相手国のトル建て輸出価格＊自国通貨て建為替レート／自

　　　　　　　国価格

である。形式は対数線形関数であるので，所得項および価格項の係数は，それ

ぞれ所得および価格の弾力性となる。言うまでもなく ，所得項の係数はプラス ，

価格項の係数はマイナスが予想される。これら輸入関数から得られるドル建て

輸入額は，各国モデルでのＳＮＡべ一スの輸出入にリンクされる際には，自国

通貨建ての為替レートを乗じ，自国通貨建てに変換される 。

　皿一３　２国間輸入関数の推計

　図表皿 一４に国別の輸入関数の推定結呆を示す。表中の第１列が輸入相手国 ，

第２列がその輸入相手国からの輸入の全輸入に占めるシェア，第３列は輸入の

所得弾力性，そして最終列が長期の価格弾力性である。所得弾力性と価格弾力

性の列の最終行に「平均」とあるが，それは，それぞれの弾力性値の輸入相手

国のシェアを加重値とした加重平均である 。

　・　輸入関数の　般的特徴

　まず国ないし地域の輸入関数の所得弾力性と価格弾力性をみてみよう 。表か

らわかるように，米国及び中国の所得弾力性は２ ．３及び２ ．５，価格の弾力性は

１． ２及び１ ．６と他の国及び地域に比べて際だって大きい。所得弾力性の大きさは ，

中国については，１９７８年以降の “Ｏｐｅｎ　Ｄｏｏｒ　Ｐｏ１ｉｃｙ”により ，急速に貿易が

拡大したことからうなずける。米国については，８０年代前半のドル高の影響が

大きい。またこれら両国の価格弾力性が大きいということは，　般的に言われ

ているように，輸入財に占める奮修的な最終消費財のウェイトが，製品の生産

のための原材料に代表される必需的な財に比べて高いことを示唆していると考

えられる。所得弾力性で次に大きいのがＥ．Ｃ．で１ ．５，これに対して，韓国 ，

台湾，その他世界の所得弾力性は１の近傍であり ，日本のそれは，１よりかな

り小さい。価格弾力性は，米国と中国以外はＯ ．４ －Ｏ．８の間にある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９３）



　７０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

　止　２国間輸入関数の特徴

　次に２国間の輸入関数の特徴を見ていこう 。米国では，全ての国ないし地域

からの輸入の所得弾力性が１ ．５以上である。価格弾力性もその他世界を除けば

２の近傍である。その他世界からの輸入は原料等が中心であるため価格弾力性

は低い 。

図表皿一４　２国問輸入関数の推計結果

米国 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラク １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

日　　本 １９ ．７２ ３． ４６４ 一０ ．７９０ 一０ ．５２７ 一０ ．２６３ 一１ ．６０１

台　　湾 ４． ４３ ４． ０９５ 一１ ．２５７ 一０ ．８３８ 一０ ．４１９ 一２ ．４６０

韓　　国 ３． ２３ ４． ４６２ 一１ ．１５６ 一０ ．７７１ 一０ ．３８５ 一１ ．９３２

中　　国 １． ２１ ６． ２５５ 一０ ．７４３ 一０ ．４９５ 一０ ．２４８ 一１ ．９３２

Ｅ．　　Ｃ １９ ．３４ ２． ２５８ 一０ ．６４１ 一０ ．４２８ 一〇 ．２１８ 一１ ．９３２

Ｒ　 Ｏ　Ｗ ５２ ．０７ １． ５１６ 一〇 ．０７９ 一０ ．０５３ 一０ ．０２６ 一０ ．６４５

平　　均 ２． ３１０ 一１ ．２２０

日本 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラク １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 １８ ．５５ １． １４０ 一０ ．４８３ 一０ ．３２２ 一０ ．１６１ 一０ ．９６６

台　　湾 ２． ９９ ２． ０７１ 一１ ．０３９ 一０ ．６９３ 一０ ．３４６ 一２ ．０７８

韓　　国 ３． ９０ １． ６４１ 一０ ．８２４ 一０ ．５４９ 一０ ．２７５ 一１ ．６４８

中　　国 ５． １５ ３． ８５７ 一０ ．１１１ 一０ ．０７４ 一０ ．０３７ 一０ ．２２２

Ｅ．　　Ｃ ６． ８１ ０． ５９６ 一１ ．３１０ 一〇 ．８７３ 一０ ．４３７ 一２ ．６２０

Ｒ　 Ｏ　Ｗ ６２ ．６１ ０． ３１３ 一０ ．２８３ 一〇 ．１８８ 一０ ．０９４ 一０ ．５６５

平　　均 ０． ７７３ 一０ ．８４９

台湾 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラク １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 ２３ ．７０ ０． ６３６ 一０ ．７４４ 一０ ．４９６ 一０ ．２４８ 一１ ．４８８

日　　本 ２７ ．４３ １． １６６ 一〇 ．４０６ ０． ５３３ 十〇 ．３８６ 一０ ．０５６ 十０ ．４５７

韓　　国 １． ０７ １． ５２２ 一〇 ．６１９ 一０ ．４１３ 一〇 ．２０６ 一１ ．２３８

Ｅ．

　Ｃ
９． ５２ １． ０９５ 一〇 ．３５３ 一０ ．２３５ 一０ ．１１８ 一〇 ．７０６

Ｒ　 Ｏ　Ｗ ３８ ．２８ １． ０４９ 一〇 ．２８５ 一０ ．１９０ 一０ ．０９５ 一０ ．５７０

平　　均
０． ９９３ 一０ ．５２６

（１９４）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田） ７１

韓国 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラグ １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 ２０ ．１４ Ｏ． ８８０ 一〇 ．３９７ 一〇 ．２６５ 一０ ．１３２ 一〇 ．７９４

日　本
２５ ．２３ Ｏ． ９７７ 一０ ．３０５ Ｏ， ０５０ ０． １５１ 一〇 ．１０４

台　　湾 Ｏ． ９０ １． ８０４ 一〇 ．２５１ 一〇 ．１６７ 一０ ．０８３ 一〇 ．５０１

Ｅ．　Ｃ
．ホ

７． ４７ １． ＯＯＯ 一〇 ．７２７ 一〇 ．４８５ 一〇 ．４５０ 一１ ．６６２

Ｒ　 Ｏ　 Ｗ ４６ ．２６ １． ４２３ 一〇 ．１３７ 一〇 ．０９１ 一〇 ．０４６ 一０ ．２７４

平　均
１． １７３ 一〇 ．４４２

中国 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラグ １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 ９． ８９ ３． ５６４ 一１ ．６６８ 一１ ．！１２ 一〇 ．５５６ 一３ ．３３６

日　本
３２ ．５２ ２． １３６ 一〇 ．８０５ 一〇 ．５３７ 一〇 ．２６８ 一１ ．６１０

Ｅ．

　Ｃ
１４ ．２２ １． ８４９ Ｏ． ４６０ 一〇 ．５４１ 一〇 ．６９４ 一〇 ．７７５

Ｒ　 Ｏ　Ｗ ４３ ．３６ ２． ６３２ 一〇 ．７０７ 一〇 ．４７１ 一〇 ．２３６ 一１ ．４１４

平　　均 ２． ４５１ 一１ ．５７７

Ｅ． Ｃ． 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラク １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 ７． ２２ １． １１５ 一〇 ．３６２ 一〇 ．２４１ 一〇 ．１２１ 一〇 ．７２４

日　　本 ３． ２５ ３． ３４６ 一〇 ．１５４ 一〇 ．１０３ 一〇 ．０５１ 一〇 ．３０８

台　　湾 Ｏ． ４４ ４． ５０９ 一〇 ．６１０ 一〇 ．４０６ 一〇 ．２０３ 一１ ．２１９

韓　　国 ０． ５０ ４． ３６２ 一０ ．３６９ 一〇 ．２４６ 一〇 ．１２３ 一０ ．７３８

中　　国 Ｏ． ４３ ４． ３０５ 一〇 ．５２３ 一〇 ．３４８ 一〇 ．１７４ 一１ ．０４５

Ｅ． 　　Ｃ ５４ ．６２ ２． ０１６ 一〇 ．１２３ 一０ ．０８１ 一〇 ．０４１ 一〇 ．２４５

Ｒ　 Ｏ　Ｗ ３３ ．５４ ０． ４４９ 一０ ．２２２ 一〇 ．１４８ 一〇 ．０７４ 一〇 ．４４４

平　　均
１． ５０１ 一〇 ．３５９

ＲＯＷ 構成比
価格弾力性

輸入先 （１９８５） 所得弾力性
ゼロ ・ラク １ラグ ２ラグ ３ラグ 合計長期

米　　国 １９ ．９１ １． ２７７ 一〇 ．１５６ 一〇 ．１０４ 一〇 ．０５２ 一〇 ．３１２

日　　本 １０ ．３４ Ｏ． ８６８ 一〇 ．３２７ 一〇 ．２１８ 一〇 ．１０９ 一〇 ．６５４

台　湾
１． ５１ ４． ３８５ 一〇 ．３１０ 一〇 ．２０７ 一〇 ．１０３ 一〇 ．６２０

韓　　国
１． ８６ ４． ７３１ 一〇 ．９５２ 一〇 ．６３５ 一〇 ．３１７ 一１ ．９０４

中　国
ホ ２． ３８ １． ＯＯＯ 一〇 ．７７１ 一〇 ．５１４ 一〇 ．２５７ 一１ ．５４２

Ｅ．

　Ｃ
３３ ．８８ ０． ８９１ 一〇 ．０７５ 一０ ．０５０ 一０ ．０２５ 一０ ．１５０

ＲＯＷ
＊ ３０ ．１２ １． ０００ 一０ ．７２７ 一０ ．４８５ 一〇 ．２４２ 一１ ．４５４

平　均
１． １２５ 一〇 ．７００

注）平均とは８５年のシェアでウエイトをつけた加重平均値である。＊）は所得弾力性が１と仮定 。

（１９５）



　７２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

　日本の２国間の輸入関数においては，所得弾力性は米国が１ ．１，Ｅ．Ｃ．が０ ．６
，

その他世界がＯ．３であるのに対して，韓国，台湾，中国が１ ．６－３ ．９と高い。価格

弾力性については，韓国，台湾，Ｅ．Ｃ．が１ ．６－２ ．６の間であり ，その他世界が
Ｏ． ６， 中国がＯ ．２，米国が１である 。

　Ｅ．Ｃ．の２国問の輸入関数の特徴をみると ，所得弾力性は米国が１ ．１，Ｅ．Ｃ

自身が２ ．０，その他世界がＯ．４であるのに対して，日本，韓国，台湾，中国が
３． ３－４． ５と高い。価格弾力性については，台湾，中国が１－１ ．２であり ，米国，韓

国がＯ ．７，日本，Ｅ．Ｃ ．， その他世界が０ ．２ －０ ．４と低い 。

　興味のある丘ｎｄｍｇｓ としては，韓国や台湾の日本からの輸入の価格弾力性が

非常に小さいことである。台湾の対日輸入関数にいた っては，符号条件が正で

理論的要請を満たさない。これら新興工業国の日本からの輸入の価格弾力性が

非常に小さいのは，これら国にとっ ての日本からの輸入品は，主に輸出品の生

産のための部品あるいは原料であり ，それらが必需品的性格を持っているため ，

価格の変化が需要に与える影響が非常に小さいか関係がないためであると考え

られる。すなわち，これらの新興工業国が輸出を増加させるためには，日本か

らの原材料輸入を増加させねばならないという構造が国際貿易関係の中にビル

ト・ インされているのであろう 。

Ｖ． Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果

　本節では，Ｅ．Ｃ．経済統合の効呆をどの様に捉えるかを検討する。この課題

に挑戦したのが，Ｃｅｃｃｈｍ１（１９８８）やＣｏｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｏｆ 　ｔｈｅ　Ｅ　Ｃ（１９８８）である 。

またＥ．Ｃ．経済統合の別の側面である “ヨーロッパの要塞化”を関税引き上げ

シミュレーシ ョンで分析した ，Ｋ１ｅｍ　ａｎｄ　Ｈｏｎｇ（１９９３）がある。われわれも ，

以上の二つの文献に即してシミュレーシ ョンを行うが，まず，Ｃｅｃｃｈｍ１ （１９８８）

で展開されている ，Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果の波及経路を検討してみよう 。

（１９６）
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　Ｖ －１ ．Ｅ．Ｃ．統合の波及メカニズム

　Ｃ
ｅｃｃｈｍ１（１９８８）は，Ｅ　Ｃ経済的統合の利益のマクロ経済的分析を４つ王要

な側面から行 っている。すなわち，（１）税関障壁の除去，（２）公共調達市場の開

放，（３）金融サービスの自由化，（４）サプライ ・サイド効果である 。

　国境規制の除去により ，Ｅ．Ｃ．域内で貿易される財とサービスの価格は，余

分なコストが削減される結果，低下傾向を示すであろう 。Ｅ．Ｃ．域内からの輸

入品は，国産品ないしＥ　Ｃ外からの輸入品に比べて競争力が高まる。輸入価

格が下がるので交易条件は改善し，Ｅ．Ｃ．全体の貿易収支に好ましい影響を及

ぼす 。

　公共調達市場の自由化により ，資本財が外国の供給者の競争圧力により安く

なる。金融サービス部門の自由化は信用 コスト（利子率）の低下をもたらす 。

信用 コスト低下による資本コストの低下は生産的投資を促進し，生産力を高め

生産性の上昇につながる。また競争促進による企業の効率化などのサプライ
・

サイドの効果が期待できる 。（図表Ｗ －１参照）。

　Ｃ
ｅｃｃｈｍ１（１９８８）によれは，とのようなシミュレーシ ョンを行ったかは明確

ではないが，Ｅ．Ｃ．の経済統合により中期的にはＧＤＰは４ ．５％上昇し，消費者

物価は６１％下落し，雇用は１８０万人増加する。また対外ハランスは対ＧＤＰ比

で， １％ポイント改善すると報告されている。この結論に対しては，Ｒ
ｏｓｙ　Ｓｃｅ －

ｎａｒｉｏという批判があるが，効果の方向は正しい。要するに，Ｅ．Ｃ．の経済統合

はフロー・ チャートで示されているようにコストを低下させ価格競争力を高め

ることが予想される 。

　Ｖ－２　シミュレーションに関する若干の間題

　以上で述べたプロセスを念頭にいれて，Ｅ．Ｃ．のコスト水準（単位労働費用）

が経済統合の結果５％低下し，輸出価格競争力を強めるようなシミュレーシ ョ

ンをまず最初に想定する。単位労働費用は賃金率を労働生産性で除したもので

あるから，単位労働費用の上昇は賃金率を一定とすれば労働生産性が上昇する

ことを意味する。労働生産性の上昇はやがて賃金率の上昇をともなうため，こ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９７）
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図表Ｖ－１Ｉｍｐａｃｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅ　Ｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎ

Ｍａｃｒｏ Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ Ｍｅｃｈａｍｓｍ Ｗｏｒｋｍｇ　ｍｔｈｅＰｒｏｃｅｓｓ　ｏｆ

Ｃｏｍｐｌｅむｎｇ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｍａ１Ｍａｒ
ｋｅｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　ＥＣ一

ＭａｒｋｅｔＩｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ

０ｐｅｎＰｕｂ１１ｃ　Ｐｕｒｃｈａｓｅ Ｅ１ｉｍｉｍｔｉｎｇＢｏｍｄａｒｙ

ｔｏ　Ｏｔｈｅｒ　Ｃｏｕｎｔｈｅｓ Ｒｅｇｕ１ａｔｉｏｎ

Ｌｉｂｅｒａ１ｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ ＳｕｐＰ１ｙ　ＳｉｄｅＥ脆ｃｔｓ
Ｆｉｎａｎｃｉａｌ　Ｓｅｗｉｃｅ

Ｃｏｓｔ　Ｄｏｗｎ

ＩｎＶｅＳｔｍｅｎｔ　ＩｎＣｒｅａＳｅ Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｏｎ

Ｐｈｃｅ　Ｄｅｃ１ｉｎｅ

＝

＝

＝

Ｉｎｃｒｅａｓｅ　ｏｆ Ｐｒｉｃｅ Ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅｎｅｓｓ Ｔｒａｄｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ

ＰｕｒｃｈａｓｉｎｇＰｏｗｅｒ Ｅｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ

＝ Ｉｎｔｒａ　Ｍａｒｋｅｔ１ｎｃｏｍｅ ＝

＝ ＝

＝ ＝

＝
ＧＤＰ　Ｉｎｃｒｅａｓｅ ’　一　一　一　’　一　■　■　一　‘　一　１　・　一　一　一　一　一　１　」

１‘　　一　　一　　‘　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　’　　■　　一　　一　　一　　・　　■　　一　　一　　一　　・　　’　　一　１

Ｎａｔ１ｏｎａｌ　Ｂ ｕｄｇｅｔ Ｊｏｂ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ

Ｂａ１ａｎｃｅ

　　　　　一一一一一一
Ｎｅｇ印ｉｖｅ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ

　　　　　　　　Ｐｏｓ１ｔ１ｖｅ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ

　　　Ｓｏｕｒｃｅ：Ｃｅｃｃｈｉｎｉ（１９８８）

のシミュレーシ ョンの最終年では単位労働費用の低下は基準解の水準に戻ると

想定する 。

　さてその波及経路は，以下のようである 。（１）Ｅ．Ｃ．の単位労働費用
（ＥＣ．ＵＬＣ）の外生的低下は ，（２）Ｅ．Ｃ．アブソー プシ ョン ・デフレータ
（ＥＣ．ＰＤＤ）の低下をもたらし，それは輸出単価（ＰＵＥＥ）の低下につながる 。

ただし，関数内の変数の上付き符合は理論的符合条件を示している 。

　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　十

　　ＥＣ－ＰＤＤ：ｆ（ＥＣ－ＵＬＣ，ＥＣ－ＰＩＭ）

　　ＥＣ－ＵＬＣ ：Ｅ．Ｃ．の単位労働費用　ＥＣ－ＰＩＭ ：Ｅ．Ｃ．の輸入デフレータ

　　　　　　　　　十　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　一

　　ＰＵＥＥ＝ｆ（ＥＣ－ＰＤＤ，ＰＵＥＣＥ，ＥＣ－ＲＡＴＥ）

　　ＰＵＥＣＥ ：Ｅ．Ｃ．の輸出競争価格　ＥＣ－ＲＡＴＥ ：ＥＣＵレート

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８）
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Ｅ． Ｃ． の対日輸入を例に取り上げよう 。Ｅ．Ｃ．のアブソープシ ョン ・デフレータ

の外生的低下は ，（３）Ｅ．Ｃ．の対日輸入関数における相対価格を悪化（上昇）さ

せるため ，（４）Ｅ．Ｃ．の対日輸入を減少させる効果を持つ 。

　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　ＥＸＭＥＪ：ｆ（ＥＣ．ＧＤＰ，ＰＵＥＪ／（ＥＣ．ＰＤＤ／ＥＣ．ＲＡＴＥ））

　　ＥＸＭＥＪ ：Ｅ．Ｃ．の対日輸入　ＰＵＥＪ ：日本の輸出単価

　　ＥＣ－ＧＤＰ ：Ｅ．Ｃ．のＧＤＰ

一方，Ｅ．Ｃ．の輸出単価の低下は，Ｅ．Ｃ．の対日輸出関数における相対価格を改

善（下落）させるため，Ｅ．Ｃ．の対日輸出を増加させる効果を持つ 。

　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　　ＥＸＭＪＥ：ｆ（ＪＰ．ＧＮＰ，ＰＵＥＥ／（ＪＰ．ＷＰＩ／ＪＰ．ＲＡＴＥ））

　　ＥＸＭＪＥ ：Ｅ．Ｃ．の対日輸出

Ｅ． Ｃ． の輸入の減少と輸出の増大は，貿易収支を改善させＥ．Ｃ．のＧＤＰを拡大

させる。ＧＤＰの増大は雇用を拡大し失業率を低下させる効果を持つ。以上が

Ｅ． Ｃ． 統合の積極的なシナリオである 。

　　　　　　　　　　十　　　　　　　　一　　　　　　　　　十

　　ＥＣ．Ｎ＝ｆ（ＥＣ．ＧＤＰ，ＥＣ．ＵＬＣ，ＥＣ．Ｎ［一１］）

　　ＥＣ－Ｎ ：Ｅ．Ｃ．の雇用

Ｅ　Ｃ．統合のもう一つの側面は，Ｅ．Ｃ．統合を契機とする保護主義の高まりで

ある 。Ｋ１ｅｍ　ａｎｄ　Ｈｏｎｇ（１９９３）は，Ｅ　Ｃが域外国に対して関税率を引き上け

るケースを想定して保護主義のマクロ 的影響を分析している。今，Ｅ．Ｃ．が対

日輸入関税率（ＲＴＥＣ）を引き上げたとする 。Ｋｌｅｉｎ　ａｎｄ　Ｈｏｎｇ（１９９３）に従い ，

関税引き上げ率を１０％とするシミュレーシ ョンを想定する 。

　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　 ＥｘＭＥＪ＝ｆ（ＥＣ．ＧＤＰ，（１＋ＲＴＥＣ）＊ＰＵＥＪ／（ＥＣ．ＰＤＤ／ＥＣ．ＲＡＴＥ））

関税率の引き上けは，Ｅ　Ｃの対日輸入関数の相対価格を悪化（上昇）させる 。

相対価格の悪化は対日輸入を減少させる。これはＥ．Ｃ．の貿易収支を改善させ ，

ＧＤＰの拡大に貢献する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９）
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　ここで後の議論のために，簡単な試算をしておこう 。Ｅ．Ｃ．の輸入総額の世

界輸入総額に占めるシェアは約４０％である。またＥ．Ｃ．の輸入総額の内，域外

からの輸入は約５５％である。今，Ｅ．Ｃ．が域外国に対して関税率を引き上げた

とすると ，影響を受ける世界貿易は全体の約２２％である。さてＥ．Ｃ．域外国に

対して関税率が１０％引き上げられるので相対価格は１０％上昇すると仮定すると
，

Ｅ． Ｃ． 輸入の長期価格弾力性が０．３６であるから ，Ｅ．Ｃ．の域外からの輸入が
３．６％減少することとなる 。Ｅ．Ｃ．の輸入の減少は，世界輸出ないし輸入からみ

れば約０ ．８％（３ ．６％＊０ ．２２・０，７９２％）減少することとなる。所得弾力性の影響も

あり ，　概には言えないが１０％の関税率上昇で，世界貿易は約１％減少するこ

とが一つの基準となる 。

Ｖ． シミュレーション結果

　Ｖ －１ ．‘‘サプライ ・サイド”シナリオ

　まず最初に，経済統合によりＥ．Ｃ．の単位労働費用が５％低下するケースを

検言寸しよう
。

　【物価】

　単位労働費用が５％低下するため，Ｅ．Ｃ．のアブソープシ ョン ・デフレータ

は９３年に５ ．２％，輸出デフレータは３ ．７％，輸入デフレータは２％それぞれ低下

する。その後賃金が生産性の伸びにキャチ ・ア ップするためデフレータは基準

解に集束していく 。

　日本の輸入価格は，Ｅ．Ｃ．の輸出価格が低下するために，初年次で１ ．６％低下

する。一方，米国の輸入価格は初年次で２．２％低下する。この輸入価格の低下

の程度の差は，それぞれの国の輸入に占めるＥ．Ｃ．のウェイトに依存する 。

（２００）
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【貿易】

　輸出デフレータの低下は，Ｅ．Ｃ．の輸出競争力を強めるため，Ｅ．Ｃ．の実質輸

出を９３年で１ ．７％拡大する。その結果，実質ＧＤＰの拡大に誘発されて実質輸

入はＯ．３％拡大する。日本の実質輸出は，Ｏ ．１－ Ｏ．３％程度拡大するが，実質輸入

はＯ ．２ －１ ．２％程度拡大する。米国の実質輸出は基準解より低下するが，実質輸

入はＯ ．４ －Ｏ．６％程度拡大する 。

　名目の世界貿易に目を向ければ，輸出価格が低下しているため，世界輸出は

９３年に２．２％基準解より低下する 。Ｅ．Ｃ．の名目輸出は９３年に２ ．７％，米国は

１． １％，日本は１ ．１％の減少である。それに対して，台湾，韓国，中国は，９３年

に１ ．３％，１ ．３％，１ ．４％程度減少する 。

　Ｅ．Ｃ．の輸入の減少率は輸出よりも大きい。その結果，Ｅ．Ｃ．の貿易収支

（ＦＯＢべ一ス）は，初年次こそ悪化するが，２年次以降３０－６０億ドル程度改善す

る。 米国は最初の２年問は３０－８０億ドル程度貿易収支が改善する。３年目以降

は２０－４０億ドル程度悪化する。日本の貿易収支は，初年次で２０億ドル程度悪化

するが，最終年で基準解にもどる 。

　【ＧＤＰ／ＧＮＰ】

　輸出デフレータの低下は，Ｅ．Ｃ．の輸出競争力を強めるため，純輸出が拡大

する。その結果，Ｅ．Ｃ．の実質ＧＤＰをＯ．６％拡大させる 。雇用は８０
－１３０万人増

加し，失業率は最大でＯ．９％ポイント低下する。米国のＧＤＰは，９３年でＯ
．２％

程度減少するが４年目で拡大に転じ最終年にはＯ．２％程度拡大する。日本の

ＧＮＰはＯ．２％程度減少するが，最終年には基準解にもどる。実質ＧＤＰで見た

世界の生産は，最大でＯ．１％程度拡大する 。

（２０１）
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　　　　　　　図表Ｖ－１　シミュレーシ ョン１

一“サプライ ・サイド”シナリオ ：Ｅ．Ｃ．単位労働費用５％低下一

年　　　次 １９９３ １９９４　　　　　　　　　　１９９５ １９９６　　　　　　　　　１９９７

財輸出 ：１０億ドル

米　国

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

日　本

基準解

　シミュレーシ ョン
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台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

韓　国

基準解

シミュレーシ ョン
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中　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率
Ｅ． Ｃ．

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

ＲＯＷ

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

世　界

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

世界　８５年１０億ドル

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

４４４ ．５　　　　　　　　　４７４ ．７

４３９ ．８　　　　　　　４６８ ．０

－１ ．０６　　　　　　　－１ ．４１

３６３ ．２　　　　　　　　　３９０ ．４

３５９ ．３　　　　　　　　　３８６ ．２

－１ ．０７　　　　　　　　－１ ．０９

　９２ ．４　　　　　　　１０３ ，２

　９１ ．２　　　　　　　　１０１ ．８

－１ ．３４　　　　　　　　－１ ．３３

　８６ ，３　　　　　　　　　　９７ ，４

　８５ ，２　　　　　　　　　９６ ．Ｏ

－１ ．３１　　　　　　　　－１ ．４６

　９８ ．６　　　　　　　　１１３ ，７
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３６４０ ．６

３５５９ ．Ｏ
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２４０７ ．０

２４１２ ．１
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５１８ ．３

５１１ ．６
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４１９ ．３
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－Ｏ ．８６

１１４ ．０

１１２ ．７

－１ ．１１

１１０ ．７

１０９ ．４

－１ ．１８

１３０ ．２

１２８ ．５

－１ ．３１

１７３１ ．８

１７０８ ．３

－１ ．３５

１２５３ ．４

１２３４ ．４

－１ ．５１

３９２８ ．２　　　　　　　４２７７ ．６

３８５５ ．２　　　　　　　４２２０ ．５

－１ ．８６　　　　　　　　－１ ．３４

２４４６ ．４　　　　　　　２５４６ ．０

２４４８ ．０　　　　　　　２５４７ ．２

　０ ，０７　　　　　　　０ ．０５

５６９ ．７　　　　　　　　６２６ ．１

５６４ ．６　　　　　　　　　６２３ ．４

－Ｏ ．９０　　　　　　－０ ．４３

４５４ ．２　　　　　　　　４９５ ．０

４５１ ．８　　　　　　４９４ ．６

－０ ．５１　　　　　　　－０ ．１０

１２６ ．１　　　　　　　　１３９ ．６

１２５ ．１　　　　　　　　１３９ ．１

－０ ．８０　　　　　　－０ ．３２

１２４ ．０　　　　　　　　１３８ ．４

１２３ ．２　　　　　　　　１３８ ．４

－０ ．６７　　　　　　　－０ ．０５

１４８ ．０　　　　　　　　１６６ ．１

１４６ ．９　　　　　　　　１６５ ．９

－０ ．７４　　　　　　－Ｏ ．１１

１８７９ ．０　　　　　　２０２７ ．４

１８６４ ．９　　　　　　　　２０２６ ．１

－０ ．７５　　　　　　　－０ ．０６

１４００ ．４　　　　　　　　１５６９ ．５

１３８９ ．３　　　　　　　１５６７ ．７

－０ ．８０　　　　　　－０ ．１２

４７０１ ．５　　　　　　　５１６２ ．２

４６６５ ．８　　　　　　　５１５５ ．２

－０ ．７６　　　　　　－０ ．１４

２７８９ ．７　　　　　　　２９９６ ．７

２７９１ ．７　　　　　　　２９９８ ．２

　０ ，０７　　　　　　　０ ．０５

（２０２）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田） ７９

年　　　次

財輸入 ：１０億ドル

米　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

日　本

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

韓　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

中　国

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率
Ｅ． Ｃ．

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

ＲＯＷ

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

貿易収支 ：１０億ドル

米　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

日　本

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

１９９３

５８１ ．１

５６８ ．６

－２ ．１６

１９５ ．１

１９３ ．６

－Ｏ ．７７

　７５ ，７

　７４ ．９

－１ ．０３

　８１ ，２

　８０ ．２

－１ ．１８

　８４ ，３

　８３ ．２

－１ ．２５

１５５４ ．５

１５１６ ．０

－２ ．４８

１０６８ ．８

！０４２ ．５

－２ ．４６

一１１７ ．４

－１０９ ．９

　　７ ．５

１５１ ．４

１４９ ．２

－２ ．２

１６ ，７

１６ ．３

－０ ．５

１９９４　　　　　　　　　　１９９５

６２７ ．１　　　　　　　　　６７９ ．０

６１７ ．３　　　　　　　　６７３ ．２

－１ ．５６　　　　　　－Ｏ ．８６

２０４ ．８　　　　　　　　　２２３ ．０

２０３ ．３　　　　　　　　２２１ ．４

－Ｏ ．７３　　　　　　－０ ．７４

　８６ ，５　　　　　　　　　９８ ，０

　８５ ，５　　　　　　　　　９７ ．１

－１ ．０８　　　　　　　　－Ｏ ．９７

　９０ ．１　　　　　　　　１０１ ，０

　８９ ．１　　　　　　　　１００ ．Ｏ

－１ ．１７　　　　　　－Ｏ ．９８

９７ ．８　　　　　　　！１２ ，４

９８ ．０　　　　　　　　１１３ ．８

０， ２４　　　　　　　　　１ ．２１

１６３３ ．７　　　　　　　　１７３４ ．９

１５９７ ．８　　　　　　！７０５ ．８

－２ ．２０　　　　　　　－１ ．６８

１１８８ ．３　　　　　　　１３２９ ．１

１１６４ ．２　　　　　　　１３０９ ．２

－２ ．０３　　　　　　　　－１ ．４９

一１３２ ．４　　　　　－１２７ ．５

－１２９ ．６　　　　　　－１２８ ．７

　　２ ．８　　　　　－１ ．２

１５８ ．１　　　　　　　　１６０ ．３

１５５ ．６　　　　　　　　１５８ ．６

－２ ．５　　　　　　　－１ ．７

１６ ，７　　　　　　　　　１５ ，９

１６ ，３　　　　　　　　　１５ ．６

－０ ．４　　　　　　　－Ｏ ．３

１９９６　　　　　　　　　１９９７

７３６ ．４　　　　　　　７９８ ．３

７３４ ．１　　　　　　　　８００ ．５

－０ ，３１　　　　　　　　０ ．２８

２４８ ．５　　　　　　　　２７９ ．０

２４６ ．８　　　　　　　　　２７７ ．８

－Ｏ ．６７　　　　　　－Ｏ ．４５

１１０ ．６　　　　　　　　１２４ ．１

１０９ ．８　　　　　　　　１２３ ．６

－Ｏ ．７３　　　　　　－Ｏ ．３８

１１３ ．４　　　　　　　１２７ ．５

１１２ ．７　　　　　　　１２７ ．４

－Ｏ ．６２　　　　　　　－０ ．１１

１２９ ．３　　　　　　　　１４６ ．５

１３０ ．８　　　　　　　　１４８ ．２

１， １６　　　　　　　　　１ ．１６

１８８４ ．１　　　　　　　　２０４０ ．５

１８６５ ．７　　　　　　　２０３５ ．７

－Ｏ ．９８　　　　　　　－Ｏ ．２３

１４７９ ．２　　　　　　　１６４６ ．３

１４６６ ．０　　　　　　１６４１ ．９

－Ｏ ．８９　　　　　　－Ｏ ．２６

一１２６ ．１　　　　　　　－１２８ ．Ｏ

－１２９ ．１　　　　　－１３２ ．８

　－２ ．９　　　　　　　－４ ．７

１５９ ．８　　　　　　　１６３ ．１

１５９ ．４　　　　　　　　１６４ ．Ｏ

－０ ．４　　　　　０ ．９

１５ ，５　　　　　　　　１５ ，５

１５ ，３　　　　　　　１５ ．５

－Ｏ．２　　　　　０ ．Ｏ

（２０３）



８０ 立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

年　　　次　　　　　１９９３

韓　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅
Ｅ． Ｃ．

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

　５ ．１

　５ ．０

－０ ．２

一１ ．４

－５ ．５

－４ ．１

国内／国民総生産 ：

Ｅ． Ｃ． ＧＤＰ，８５年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　３１５８ ．０

　シミュレーシ ョン　　　３１７８ ．１

乖離率　　　　　　　　　０ ．６４

日本ＧＮＰ，８５年１０億円

基準解　　　　　　　　４３３１０２ ．４

　シミュレーシ ョン　　　４３２２８５ ．２

乖離率　　　　　　　　　一０ ．１９

米国ＧＤＰ，８７年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　５０５７ ．４

シミュレーシ ョン　　　　５０４５ ．８

乖離率　　　　　　　　　一０ ．２３

台湾ＧＤＰ，８６年１０億ＮＴドル

基準解　　　　　　　　　４７４０ ．４

シミュレーシ ョン　　　４７３１ ．２

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．１９

韓国ＧＤＰ，８５年１０億ウオン

基準解　　　　　　　　１６９８８７ ．７

シミュレーシ ョン　　　１６９５３７ ．２

乖離率　　　　　　　　　一０ ．２１

世界ＧＤＰ，８５年１０億ドル

基準解　　　　　　　　１６３８４ ．５

シミュレーシ ョン　　　１６３８６ ．２

乖離率　　　　　　　　　０ ．０１

Ｅ． Ｃ． 涯ラ斉 ：

雇用者数，万人

基準解　　　　　　　　１３５３４ ．６

シミュレーシ ョン　　　１３６１８ ．９

乖離率　　　　　　　　　　０ ．６２

失業率，％

基準解　　　　　　　　　　１０ ．１

シミュレーシ ョン　　　　　９ ．６

売離幅　　　　　　　一０
．６

１９９４　　　　　　　　　１９９５

　７ ．３　　　　　　９ ．７

　６ ．９　　　　　　９ ．４

－Ｏ ．４　　　　　　　－０ ．３

一３ ．０　　　　　　　－３ ．２

－Ｏ ．２　　　　　　２ ．５

　２ ．７　　　　　　５ ．７

３２１５ ．３　　　　　　３２６５ ．０

３２３３ ．２　　　　　　　３２７８ ．４

　０ ，５６　　　　　　　０ ．４１

４４９６１９ ．１　　　　　４６８６１６ ．４

４４８８１１ ．４　　　　　４６７９９８ ．８

　－０ ．１８　　　　　　　－０ ．１３

５２０９ ．５　　　　　　　５３６０ ．５

５１９８ ．６　　　　　　　５３５７ ．７

－Ｏ ．２１　　　　　　－０ ．０５

５０６３ ．３　　　　　　　５３９１ ．１

５０５２ ．６　　　　　　　５３８２ ．０

－０ ．２１　　　　　　－０ ．１７

１８４１８１ ．１　　　　　　１９７９８９ ．４

１８３７２４ ．９　　　　　１９７６６２ ．４

　－０ ．２５　　　　　　－０ ．１７

１６８７０ ．４　　　　　　　１７４０３ ．５

１６８６８ ．３　　　　　　　１７４０４ ．７

－０ ，０１　　　　　　　　０ ．０１

１３５６１ ．７　　　　　　１３７１０ ．８

１３６８７ ．１　　　　　　１３８４４ ．２

　０ ，９３　　　　　　　０ ．９７

１０ ，７　　　　　　　　　１０ ．４

　９ ．８　　　　　　９ ．５

－０ ．８　　　　　　　－Ｏ ．９

１９９６　　　　　　　　　１９９７

１０ ，７　　　　　　　　　１０ ，９

１０ ，５　　　　　　　　　１１ ．Ｏ

－０．１　　　　　　０ ．１

一５ ．１　　　　　　　－１３ ．１

－０ ．７　　　　　　　－９ ．６

　４ ．４　　　　　　３ ．４

３３４４ ．３　　　　　　　　３４１２ ．１

３３５１ ．５　　　　　　　３４１３ ．０

　０ ，２１　　　　　　　０ ．０３

４８５５６６ ．６　　　　　　５０２８８７ ．４

４８５３０５ ．２　　　　　　５０３０９６ ．７

　－０ ，０５　　　　　　　　０ ．０４

５５０５ ．５　　　　　　　５６３７ ．２

５５１２ ．１　　　　　　　５６５０ ．９

　０ ，１２　　　　　　　０ ．２４

５７７４ ．０　　　　　　６１５６ ．９

５７６７ ．３　　　　　　６１５６ ．８

－０ ．１２　　　　　　－０ ．００

２１０９０８ ．４　　　　　　２２３３６９ ．０

２１０８８５ ．８　　　　　　２２３７２３ ．９

　－０ ，０１　　　　　　　　０ ．１６

１８０３１ ．９　　　　　　１８６８６ ．２

１８０３８ ．５　　　　　　　１８６９７ ．８

　０ ，０４　　　　　　　０ ．０６

１３８６１ ．６　　　　　　　１４０１４ ．１

１３９７８ ．１　　　　　　１４０９６ ．３

　０ ，８４　　　　　　　０ ．５９

１０ ．１　　　　　　９ ．９

　９ ．４　　　　　　９ ．３

－Ｏ ．８　　　　　　　－０ ．５

（２０４）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田） ８１

年　　　次　　　　　１９９３

輸出，８５年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　１３５１ ．３

シミュレーシ ョン　　　１３７４
．８

乖離率　　　　　　　　　１ ．７３

輸入，８５年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　１２６１ ．４

シミュレーシ ョン　　　１２６４
．８

乖１離率　　　　　　　　　Ｏ ．２７

輸出デフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　１１３ ．２

シミュレーシ ョン　　　　１０９
．０

乖離率　　　　　　　　　一３ ．６６

輸入デフレータ ，１９８５＝１００

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

アブソープシ ョン ・

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

１９９４　　　　　　　　　１９９５

　　　　１１７ ．２

　　　　１１４ ．９

　　　 －２
．０１

デフレータ ，１９８５＝１００

　　　　１３７ ．３

　　　　１３０ ．１

　　　 －５
．２３

米国経済 ：

輸出，８７年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　５８９ ．８

シミュレーシ ョン　　　　５８９
．５

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．０５

輸入，８７年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　６５１ ．２

シミュレーシ ョン　　　　６５３
．７

乖離率　　　　　　　　　　Ｏ ．３８

雇用者数，万人

基準解　　　　　　　　１１９５３ ．１

シミュレーシ ョン　　　１１９２９
．１

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．２０

失業率，％

基準解　　　　　　　　　７ ．０８

シミュレーシ ョン　　　　７
．２６

乖離幅　　　　　　　　　　Ｏ ．１９

輸出デフレータ ，１９８７：１００

基準解　　　　　　　　　１１１ ．２

シミュレーシ ョン　　　　１１０ ．Ｏ

乖離率　　　　　　　　　一１ ．０７

１３７６ ．２　　　　　　　１４１４ ．３

１３９５ ．０　　　　　　１４２７ ．５

　１ ，３７　　　　　　　　　０ ．９４

１３０５ ．８　　　　　　１３７９ ．０

１３０６ ．６　　　　　　　　１３７８ ．９

　０ ．０７　　　　　　　－Ｏ ．０１

１１６ ．７　　　　　　　　１２０ ．６

１１３ ．４　　　　　　　１１８ ．３

－２ ．７７　　　　　　　　－１ ．８７

１１９ ．０　　　　　　　１１９ ．７

１１７ ．１　　　　　　　　１１８ ．３

－１ ．５９　　　　　　　－１ ．１３

１４２ ．１　　　　　　　　１４７ ．１

１３６ ．５　　　　　　　　１４３ ．２

－３ ．９３　　　　　　　　－２ ．６２

６２３ ．５　　　　　　　６７１ ．６

６２１ ．１　　　　　　　　６６９ ．２

－Ｏ ．３８　　　　　　－Ｏ ．３６

６８５ ．０　　　　　　７１７ ．３

６８８ ．１　　　　　　　　７２１ ．３

０， ４５　　　　　　　０ ．５５

１２２０１ ．５　　　　　　　１２４６８ ．９

１２１７９ ．９　　　　　　　１２４５９ ．６

－Ｏ ．１８　　　　　　－Ｏ ．０７

６， ５７　　　　　　　６ ，２２

６， ７４　　　　　　　　　６ ，２９

０， １６　　　　　　　０ ．０７

１１１ ．５　　　　　　　１１１ ．８

１１０ ．２　　　　　　　　１１０ ．６

－１ ．１６　　　　　　　－１ ．０９

１９９６　　　　　　　　　１９９７

１５０５ ．０　　　　　　１５８８ ．２

１５１１ ．９　　　　　　　１５８８ ．４

　０ ，４６　　　　　　　　０ ．０１

１４８０ ．９　　　　　　　　１５８９

１４８０ ．６　　　　　　　１５８８ ．５

－Ｏ ．０２　　　　　　－０ ．０４

１２２ ．９　　　　　　　　１２５ ．７

１２１ ．７　　　　　　　　１２５ ．６

－０ ．９７　　　　　　　　－Ｏ ．０６

１２１ ．０　　　　　　　１２２ ．２

１２０ ．３　　　　　　　　１２２ ．０

－０ ．６４　　　　　　－Ｏ ．１１

１５２ ．２　　　　　　　１５７ ．６

１５０ ．２　　　　　　　　１５７ ．６

－１ ．３１　　　　　　　－０ ．００

７２５ ．６　　　　　　　　７８９ ．５

７２４ ．６　　　　　　　　　７８９ ．９

－Ｏ ．１３　　　　　　　０ ．０６

７６０ ．２　　　　　　　　８０７ ．５

７６３ ．８　　　　　　　　８１０ ．４

０， ４８　　　　　　　　　０ ．３７

１２５６９ ．５　　　　　　　１２７６４ ．６

１２５７６ ．４　　　　　　１２７８６ ．３

　０ ，０６　　　　　　　　　０ ．１７

　６ ，０１　　　　　　　　５ ，７９

　５ ，９６　　　　　　　　　　５ ．６３

－Ｏ ．０５　　　　　　－０ ．１６

１１２ ．３　　　　　　　　１１２ ．５

１１１ ．４　　　　　　　１１１ ．９

－Ｏ ．８７　　　　　　　　－０ ．５４

（２０５）



８２ 立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

年　　　次　　　　１９９３

輸入デフレータ ，１９８７：１００

基準解　　　　　　　　　１０９ ．３

シミュレーシ ョン　　　　１０６ ．９

乖離率　　　　　　　　　一２ ．１７

ＧＤＰデフレータ ，１９８７：１００

基準解　　　　　　　　　１２３ ．４

シミュレーシ ョン　　　　１２２ ．９

乖離率　　　　　　　　　一０ ．３７

経常収支，１０億ドル

基準解　　　　　　　　　一８１ ．３

シミュレーシ ョン　　　　ー７５ ．３

乖離幅　　　　　　　　　６ ．０

経常収支対名目ＧＤＰ比，％

基準解　　　　　　　　　■１ ．３０

シミュレーシ ョン　　　　ー１ ．２１

乖離幅　　　　　　　　　　Ｏ ．０９

日本経済 ：

輸出，８５年１０億円

基準解　　　　　　　　８１６８２ ．０

シミュレーシ ョン　　　８１７９９ ．９

乖離率　　　　　　　　　Ｏ ．１４

輸入，８５年１０億円

基準解　　　　　　　　７２１９９ ．２

シミュレーシ ョン　　　７３０４７ ．８

乖離率　　　　　　　　　１ ．１８

雇用者数，万人

基準解　　　　　　　　　５１８０ ．４

シミュレーシ ョン　　　５１７８ ．６

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０３

失業率，％

基準解　　　　　　　　　２ ．３５

シミュレーシ ョン　　　　　２ ．３８

乖離幅　　　　　　　　　Ｏ ．０３

輸出デフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　８４ ．２

シミュレーシ ョン　　　　８３ ．４

乖離率　　　　　　　　　一０ ．９１

輸入デフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　７１ ．Ｏ

シミュレーシ ョン　　　　６９
．９

乖離率　　　　　　　　　一１ ．６１

１９９４　　　　　　　　　１９９５

１１１ ．２　　　　　　　　１１２ ．２

１０９ ．２　　　　　　　　１１０ ．７

－１ ．７８　　　　　　　－１ ．３３

１２６ ．２　　　　　　　１２９ ．０

１２５ ．８　　　　　　　１２８ ．４

－Ｏ ．３３　　　　　　　－０ ．４７

一９６ ．９　　　　　　　　－８４ ．９

－９７ ．２　　　　　　　　－８９ ．１

－Ｏ ．３　　　　　　　－４ ．２

一１ ．４７　　　　　　　　－１ ．２３

－１ ．４９　　　　　　　　－１ ．３０

－Ｏ ．０１　　　　　　－Ｏ ．０７

８２４６０ ．５　　　　　　８５１１８ ．８

８２５１７ ．８　　　　　　８５２２８ ．１

　０ ，０７　　　　　　　０ ．１３

７４２７７ ．５　　　　　　７９５１７ ．６

７５０２５ ．８　　　　　　８０１４０ ．０

　１ ，０１　　　　　　　　　０ ．７８

５２５２ ．９　　　　　　　５３２１ ．２

５２５０ ．８　　　　　　　５３１９ ．８

－０ ．０４　　　　　　－０ ．０３

２， ４５　　　　　　　　　２ ，４５

２， ４８　　　　　　　　　２ ，４７

０， ０３　　　　　　　０ ．０２

　８５ ，０

　８４ ．３

－０ ．８４

１９９６　　　　　　　　　　１９９７

１１４ ．０　　　　　　　１１６ ．０

１１３ ．１　　　　　　１１５ ．８

－０ ．７９　　　　　　－０ ．１９

１３１ ．９　　　　　　　　１３４ ．７

１３１ ．２　　　　　　　　１３４ ．０

－Ｏ ．５５　　　　　　－Ｏ ．５４

一８５ ．７　　　　　　　　－８８ ．５

－９０ ．８　　　　　　　－９４ ．０

－５ ．０　　　　　　　－５ ．５

一１ ．１８　　　　　　　－１ ．１７

－１ ．２６　　　　　　　　－１ ．２４

－０ ．０７　　　　　　　　－０ ．０８

８８４５３ ．３　　　　　　　９１３５０ ．８

８８６３７ ．８　　　　　　　９１５７８ ．１

　０ ，２１　　　　　　　０ ．２５

８５８６６ ．１　　　　　　９１０９６ ．１

８６２９６ ．９　　　　　　　９１２７６ ．３

　０ ，５０　　　　　　　０ ．２０

５３８５ ．１　　　　　　　　５４４４ ．３

５３８５ ．０　　　　　　　５４４５ ．７

－０ ，００　　　　　　　　０ ．０２

２， ４５　　　　　　　　　２ ，５４

２， ４５　　　　　　　　　２ ，５３

０． ００　　　　　　－Ｏ ．０２

　８６ ，３　　　　　　　　　　８７ ，２

　８５ ，７　　　　　　　　　８６ ．７

－Ｏ ．７４　　　　　　－０ ．５７

　７１ ，５　　　　　　　　　７１ ，９

　７０ ，５　　　　　　　　　７１ ．０

－１ ．４５　　　　　　　－１ ．２４

　８７ ，６

　８７ ．３

－０ ．３２

　７２ ，２　　　　　　　７２ ，４

　７１ ，６　　　　　　　　　７２ ．１

－０ ．９３　　　　　　－０ ．５０

（２０６）



年　　　次　　　　　１９９３

Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田）

ＧＮＰデフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　１１１ ．８

シミュレーシ ョン　　　　１１１
．５

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．２２

経常収支，１０億ドル

基準解　　　　　　　　　１３９ ．２

シミュレーシ ョン　　　　１３６
．８

乖離幅　　　　　　　　　 一２ ．４

経常収支対名目ＧＮＰ比，％

基準解　　　　　　　　　３ ．５０

シミュレーシ ョン　　　　３
．４５

乖離幅　　　　　　　　　一０ ．０５

１９９４　　　　　　　　　　１９９５

１１３ ．４

１１２ ．９

－Ｏ ．４５

１４３ ．０

１４０ ．４

－２ ．６

３， ２３

３． １９

－Ｏ ．０４

１１５ ．７

１１５ ．０

－Ｏ ．６３

１４０ ．３

１３８ ．７

－１ ．６

２， ９２

２． ９１

－Ｏ ．０１

１９９６　　　　　　　　　　１９９７

１１８ ．２

１１７ ．４

－Ｏ ．７１

１３２ ．６

１３２ ．５

－０ ．１

２， ５４

２， ５６

０． ０２

８３

１２０ ．９

１２０ ．１

－Ｏ ．６７

１２８ ．５

１２９ ．９

　１ ．４

２， ２３

２， ２７

０． ０４

　Ｙ －２　 “ヨーロンパの要塞化”シナリオ

　もしＥ．Ｃ．諸国が域外国に対して関税率を引き上げたとしよう 。ここでは関

税の引き上げ幅は１０％とし，関税率の引き上げに対してＥ．Ｃ．域外国は報復し

ないと想定している 。

　【貿易】

　関税の引き上げは域外国の相対価格を悪化させるため，Ｅ．Ｃ．の実質輸入は

Ｏ． ４－ ０．８％程度縮小する。一方，Ｅ．Ｃ．の実質輸出はＯ ．１－
Ｏ．３％程度拡大する 。

日本の実質輸出は，Ｏ ．４ －Ｏ．８％程度低下する 。米国の実質輸出は１－
２．７％程度基

準解より低下する 。

　世界の名目輸出総額は９３年でＯ ．５％，９７年で１ ．４％程度基準解より低下する 。

前節で簡単にふれたように，１０％の関税率の引き上げで世界貿易は約１％程低

下する 。Ｅ．Ｃ．の輸出は ，１９９３－９７年問においてＯ
．１－ Ｏ．４％程度のわずかの増加

である。米国は，同期問で１－２ ．７％の減少，日本はＯ
．６－１ ．８％の減少である 。

それに対して，台湾，韓国，中国は，同期間でそれぞれ１
．６ －５ ．１％，１ ．１－ ３． ５％

，

１．１－３％と減少率が大きい。一方輸入の減少率を見ると ，Ｅ．Ｃ．はこの間

Ｏ． ６－１ ．４％である。その結果，Ｅ．Ｃ．の貿易収支（ＦＯＢべ一ス）は ，１３０－３２０億ド

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０７）



８４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

ル程度改善する 。米国は１０－５０億ドル程度，日本は２０－５０億ドル程度悪化する
。

　【ＧＤＰ　ｌ　ＧＮＰ】

　実質ＧＤＰで見た世界の生産は，０ ．１－０．５％程度低下する。Ｅ．Ｃ．のＧＤＰは

０． ２－ Ｏ．４％程度拡大する 。Ｅ．Ｃ．の雇用の拡大は，Ｏ ．１－ ０． ４％（１０－５０万人）と最

初のシミュレーシ ョンに比して大きくはない。失業率をＯ ．１－ ０．３％ポイント改

善するようである。米国のＧＤＰは，Ｏ ．２－ ０．５％程度減少し，失業率は
０． １－ ０．３％ポイント悪化する。日本のＧＮＰの減少率は０ ．１－ ０． ３％，失業率の悪

化は０ ．０１－ ０．０４％ポイントとわずかである 。

　　　　　　　　　　　　図表Ｖ－２　シミュレーシ ョン２

一“ ヨーロッパの要塞化”シナリオ（報復なしのケース： Ｅ． Ｃ． 域外国に１０％の関税引き上げ）一

年　　　次　　　　　１９９３

財輸出 ：１０億ドル

米国
基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

日　本

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

托離率

韓　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

中　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率
Ｅ． Ｃ．

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

４４４ ．５

４４０ ．２

－０ ．９７

３６３ ．２

３６１ ．２

－０ ．５５

　９２ ，４

　９０ ．９

－１ ．６４

　８６ ，３

　８５ ．３

－１ ．１４

　９８ ，６

　９７ ．５

－１ ．１２

１５５３ ．１

１５５６ ．７

　０ ．２３

１９９４　　　　　　　　　１９９５

４７４ ．７

４６６ ．４

－１ ．７５

３９０ ．４

３８６ ．２

－１ ．０８

１０３ ．２

１００ ．０

－３ ．０２

　９７ ，４

　９５ ．３

－２ ．１４

１１３ ．７

１１１ ．４

－１ ．９８

１６３０ ．７

１６３６ ．４

　０ ．３５

５１８ ．３

５０６ ．６

－２ ．２７

４１９ ．３

４１３ ．１

－１ ．４６

１１４ ．０

１０９ ．４

－３ ．９８

１１０ ．７

１０７ ．６

－２ ．７８

１３０ ．２

１２６ ．９

－２ ．５１

１７３１ ．８

１７３７ ．６

　０ ．３４

１９９６　　　　　　　　　１９９７

５６９ ．７

５５５ ．４

－２ ．５１

４５４ ．２

４４６ ．６

－１ ．６７

１２６ ．１

１２０ ．３

－４ ．５６

１２４ ．０

１２０ ．１

－３ ．１６

１４８ ．０

１４３ ．９

－２ ．７８

１８７９ ．０

１８８２ ．５

　０ ．１９

６２６ ．１

６０９ ．３

－２ ．６８

４９５ ．０

４８６ ．２

－１ ．７８

１３９ ．６

１３２ ．５

－５ ．０８

１３８ ．４

１３３ ．７

－３ ．４５

１６６ ．１

１６１ ．２

－２ ．９７

２０２７ ．４

２０２８ ．９

　０ ．０７

（２０８）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田） ８５

年　　　次

ＲＯＷ

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

世　界

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

世界　８５年１０億ドル

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

財輸入 ：１０億ドル

米　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

日　本

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

韓　国

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

中　国

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

Ｅ． Ｃ．

基準解

　シミュレーシ ョン

乖離率

ＲＯＷ

基準解

　シミュレーシ ョン

　乖離率

１９９３

１００２ ．５

９９２ ．３

－１ ．０１

３６４０ ．６

３６２４ ．１

－Ｏ ．４５

２４０７ ．０

２３９６ ．６

－０ ．４３

５８１ ．１

５７８ ．Ｏ

－０ ．５４

１９５ ．１

１９４ ．８

－０ ．１４

　７５ ，７

　７５ ．１

－０ ．８０

　８１ ，２

　８０ ．８

－０ ．５１

　８４ ，３

　８４ ．３

－Ｏ ．０１

１５５４ ．５

１５４５ ．０

－０ ．６１

１９９４　　　　　　　　　　１９９５

１１１８ ．１　　　　　　　１２５３ ．４

１０９８ ．９　　　　　　　１２２７ ．３

－１ ．７２　　　　　　　　－２ ．０８

３９２８ ．２　　　　　　　４２７７ ．６

３８９４ ．６　　　　　　　４２２８ ．６

－０ ．８６　　　　　　　　－１ ．１５

２４４６ ．４　　　　　　　２５４６ ．０

２４２６ ．９　　　　　　　２５１９ ．６

－Ｏ ．８０　　　　　　－１ ．０３

６２７ ．１　　　　　　６７９ ．０

６２０ ．６　　　　　　　　６７０ ．Ｏ

－１ ．０４　　　　　　　　－１ ．３３

２０４ ．８　　　　　　　　　２２３ ．０

２０４ ．０　　　　　　　　　２２１ ．６

－０ ．３８　　　　　　　　－Ｏ ．６５

　８６ ，５　　　　　　　　　９８ ，０

　８４ ，９　　　　　　　　　　９５ ．４

－１ ．７８　　　　　　　－２ ．６５

　９０ ．１　　　　　　　　１０１ ，０

　８９ ，１　　　　　　　　　９９ ．３

－１ ．１８　　　　　　　－１ ．７４

　９７ ．８　　　　　　　１１２ ，４

　９７ ．８　　　　　　　１１２ ．４

－Ｏ ．Ｏ０　　　　　　　　０ ．０２

１６３３ ．７　　　　　　　１７３４ ．９

１６１６ ．７　　　　　　　１７１２ ．５

－１ ．０４　　　　　　　　－１ ．２９

１０６８ ．８　　　　　　　１１８８ ．３

１０６６ ．１　　　　　　　　１１８１ ．６

－０ ．２５　　　　　　－０ ．５６

１３２９ ．１

１３１７ ．４

－Ｏ ．８８

１９９６　　　　　　　　　１９９７

１４００ ．４　　　　　　　１５６９ ．５

１３７１ ．４　　　　　　　１５３７ ．３

－２ ．０７　　　　　　　－２ ．０６

４７０１ ．５　　　　　　　５１６２ ．２

４６４０ ．２　　　　　　　５０８９ ．０

－１ ．３０　　　　　　　　－１ ．４２

２７８９ ．７　　　　　　　　２９９６ ．７

２７５８ ．３　　　　　　　２９６１ ．２

－１ ．１３　　　　　　　－１ ．１９

７３６ ．４　　　　　　　７９８ ．３

７２５ ．５　　　　　　　　７８６ ．２

－１ ．４８　　　　　　　－１ ．５１

２４８ ．５　　　　　　　２７９ ．０

２４６ ．２　　　　　　２７５ ．８

－０ ．９１　　　　　　－１ ．１６

１１０ ．６　　　　　　　　１２４ ．１

１０７ ．０　　　　　　　　１１９ ．６

－３ ．２３　　　　　　　－３ ．６５

１１３ ．４　　　　　　　１２７ ．５

１１１ ．０　　　　　　　１２４ ．８

－２ ．０５　　　　　　　－２ ．１８

１２９ ．３　　　　　　　　１４６ ．５

１２９ ．４　　　　　　　１４６ ．７

０， ０６　　　　　　　０ ．１４

１８８４ ．１　　　　　　　　２０４０ ．５

１８５８ ．５　　　　　　　２０１１ ．６

－１ ．３６　　　　　　　－１ ．４１

１４７９ ．２　　　　　　　　１６４６ ．３

１４６２ ．６　　　　　　　１６２４ ．３

－１ ．１２　　　　　　　　－１ ．３３

（２０９）



８６ 立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

年　　　次　　　　　１９９３

貿易収支 ：１０億ドル

米　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

日　本

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

台　湾

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

韓　国

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅
Ｅ． Ｃ．

基準解

シミュレーシ ョン

乖離幅

一１１７ ．４

－１１８ ．７

　－１ ．３

１５１ ．４

１４９ ．７

－１ ．７

１６ ，７

１５ ．８

－０ ．９

　５ ．１

　４ ．６

－０ ．６

一１ ，４

１１ ，６

１３ ．０

国内／国民総生産 ：

Ｅ． Ｃ． ＧＤＰ，８５年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　３１５８ ．０

シミュレーシ ョン　　　３１６５ ．６

乖離率　　　　　　　　　０ ．２４

日本ＧＮＰ，８５年１０億円

基準解　　　　　　　　４３３１０２ ．４

シミュレーシ ョン　　　４３２７７４ ．２

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０８

米国ＧＤＰ，８７年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　５０５７ ．４

シミュレーシ ョン　　　５０４７ ．０

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．２１

台湾ＧＤＰ，８６年１０億ＮＴドル

基準解　　　　　　　　　４７４０ ．４

シミュレーシ ョン　　　４７０３ ．２

乖離率　　　　　　　　　一０ ．７９

韓国ＧＤＰ，８５年１０億ウオン

基準解　　　　　　　　１６９８８７ ．７

シミュレーシ ョン　　　１６９３７１ ．２

乖離率　　　　　　　　　一０ ．３０

１９９４　　　　　　　　　　１９９５

一１３２ ．４　　　　　－１２７ ．５

－１３４ ．４　　　　　　　－１３０ ．７

　－２ ．０　　　　　　　－３ ．１

１５８ ．１　　　　　　　　１６０ ．３

１５４ ．８　　　　　　　　　１５６ ．０

－３ ．３　　　　　　　－４ ．３

１６ ，７　　　　　　　　　１５ ，９

１５ ，１　　　　　　　１４ ．０

－１ ．６　　　　　　　－１ ．９

　７ ．３　　　　　　９ ．７

　６ ．２　　　　　　８ ．４

－１ ．０　　　　　　　－１ ．３

一一３ ．Ｏ　　　　　　　－３ ，２

１９ ，７　　　　　　　　　２５ ，１

２２ ，７　　　　　　　　　２８ ．３

３２１５ ．３　　　　　　３２６５ ．０

３２２７ ．９　　　　　　　　３２８０ ．１

　０ ，３９　　　　　　　０ ．４６

４４９６１９ ．１　　　　　４６８６１６ ．４

４４８９３１ ．６　　　　　４６７６０２ ．１

　－０ ．１５　　　　　　－０ ．２２

５２０９ ．５　　　　　　　５３６０ ．５

５１９０ ．０　　　　　　　５３３５ ．５

－Ｏ ．３８　　　　　　－Ｏ ．４７

５０６３ ．３　　　　　　　５３９１ ．１

４９９１ ．８　　　　　　　５２９６ ．０

－１ ．４１　　　　　　　－１ ．７６

１８４１８１ ．１　　　　　　１９７９８９ ．４

１８３１１４ ．７　　　　　　１９６５５７ ．０

　－０ ．５８　　　　　　－０ ．７２

１９９６　　　　　　　　　１９９７

一１２６ ．１　　　　　　　－１２８ ．０

－１３０ ．１　　　　　　－１３３ ．３

　－４ ．０　　　　　　　 一一 ５． ３

１５９ ．８　　　　　　　１６３ ．１

１５５ ．０　　　　　　　　１５８ ．３

－４ ．８　　　　　　　－４ ．８

１５ ，５　　　　　　　　　１５ ，５

１３ ，３　　　　　　　　　１２ ．９

－２ ．２　　　　　　　－２ ．６

１０ ，７　　　　　　　　　１０ ．９

　９．１　　　　　　８ ．９

－１ ．６　　　　　　　－２ ．０

一５ ．１　　　　　　　－１３ ，１

２４ ，１　　　　　　　　　　１７ ，３

２９ ，２　　　　　　　　　３０ ．４

３３４４ ．３　　　　　　　　３４１２ ．１

３３５９ ．０　　　　　　３４２６ ．７

　０ ，４４　　　　　　　０ ．４３

４８５５６６ ．６　　　　　５０２８８７ ．４

４８４２８３ ．４　　　　　　５０１４０９ ．９

　－０ ．２６　　　　　　－０ ．２９

５５０５ ．５　　　　　　　５６３７ ．２

５４７７ ．９　　　　　　　５６０９ ．６

－０ ．５０　　　　　　　－０ ．４９

５７７４ ．０　　　　　　６１５６ ．９

５６６４ ．１　　　　　　　　６０３１ ．６

－１ ．９０　　　　　　　　－２ ．０４

２１０９０８ ．４

２０９３７３ ．０

　－０ ．７３

２２３３６９ ．０

２２１８９６４

一０ ．６６

（２１０）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田） ８７

年　　次
１９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７

世界ＧＤＰ，８５年１０億ドル

基準解 １６３８４ ．５ １６８７０ ．４ １７４０３ ．５ １８０３１ ．９ １８６８６ ．２

シミュレーシ ョン
１６３６７ ．７ １６８３１ ．９ １７３４３ ．２ １７９５２ ．２ １８５９１ ．２

乖離率 一〇 ．１０ 一〇 ．２３ 一０ ．３５ 一〇 ．４４ 一０ ．５１

ｌ１：

．Ｃ．経済 ：

雇用者数，万人

基準解 １３５３４ ．６ １３５６１ ．７ １３７１０ ．８ １３８６１ ．６ １４０１４ ．１

シミュレーシ ョン １３５４５ ．Ｏ １３５８６ ．Ｏ １３７４７ ．９ １３９０６ ．９ １４０６４ ．６

乖離率
Ｏ． ０８ ０． １８ Ｏ． ２７ Ｏ． ３３ Ｏ． ３６

失業率，％

基準解 １０ ．１ １０ ．７ １０ ．４ １０ ．１ ９． ９

シミュレーシ ョン
１０ ．１ １０ ．５ １Ｏ ．２ ９． ８ ９． ５

乖離幅 一〇 ．１ 一〇 ．２ 一〇 ．２ 一〇 ．３ 一〇 ．３

輸出，８５年１０億ドル

基準解 １３５１ ．３ １３７６ ．２ １４１４ ．３ １５０５ ．０ １５８８ ．２

シミュレーシ ョン
１３５３ ．７ １３７９ ．９ １４１８ ．０ １５０７ ．７ １５９０ ．１

乖離率
Ｏ． １７ Ｏ． ２７ Ｏ． ２７ Ｏ． １８ Ｏ． １２

輸入，８５年１０億ドル

基準解 １２６１ ．４ １３０５ ．８ １３７９ ．Ｏ １４８０ ．９ １５８９ ．２

シミュレーシ ョン
１２５６ ．２ １２９６ ．８ １３６７ ．７ １４６８ ．８ １５７６ ．５

乖離率 一〇 ．４２ 一〇 ．６９ 一〇 ．８２ 一〇 ．８１ 一〇 ．８０

輸出デフレータ ，１９８５＝１００

基準解 １１３ ．２ １１６ ．７ １２０ ．６ １２２ ．９ １２５ ．７

シミュレーシ ョン
１１３ ．２ １１６ ．７ １２０ ．５ １２２ ．９ １２５ ．６

乖離率 一〇 ．０１ 一〇 ．０２ 一〇 ．０３ 一〇 ．０５ 一０ ．０７

輸入デフレータ ，１９８５：１００

基準解 １１７ ．２ １１９ ．Ｏ １１９ ．７ １２１ ．Ｏ １２２ ．２

シミュレーシ ョン
１１７ ．２ １１９ ．０ １１９ ．６ １２０ ．９ １２２ ．Ｏ

乖離率 一０ ．０１ 一〇 ．０３ 一０ ．０６ 一〇 ．１０ 一〇 ．１３

アブソー プシ ョン ・ デフレータ ，１９８５：１００

基準解 １３７ ．３ １４２ ．１ １４７ ．１ １５２ ．２ １５７ ．６

シミュレーシ ョン
１３７ ．３ １４２ ．１ １４７ ．１ １５２ ．２ １５７ ．６

乖離率 一〇 ．００ 一〇 ．ＯＯ 一〇 ．ＯＯ 一〇 ．ＯＯ 一〇 ．０１

米国経済 ：

輸出，８７年１０億ドル

基準解 ５８９ ．８ ６２３ ．５ ６７１ ．６ ７２５ ．６ ７８９ ．５

シミュレーシ ョン
５８３ ．８ ６１２ ．１ ６５５ ．９ ７０７ ．１ ７６８ ．３

乖離率 一１ ．０１ 一１ ．８４ 一２ ．３５ 一２ ．５６ 一２ ．６８

（２１１）



８８ 立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

年　　　次　　　　　１９９３

輸入，８７年１０億ドル

基準解　　　　　　　　　６５１ ．２

　シミュレーシ ョン　　　　６４８ ．４

乖離率　　　　　　　　　一０ ．４２

雇用者数，万人

基準解　　　　　　　　１１９５３ ．１

　シミュレーシ ョン　　　１１９４１ ．８

乖離率　　　　　　　　　一〇 ．０９

失業率，％

基準解　　　　　　　　　７ ．０８

　シミュレーシ ョン　　　　７ ．１６

乖離幅　　　　　　　　　　０ ．０９

輸出デフレータ ，１９８７＝１００

基準解　　　　　　　　　１１１ ．２

シミュレーシ ョン　　　　１１１ ．１

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０２

輸入デフレータ ，１９８７＝１００

基準解　　　　　　　　　１０９ ．３

シミュレーシ ョン　　　　１０９ ．３

禿離率　　　　　　　　　一〇 ．０２

ＧＤＰデフレータ ，１９８７＝１００

基準解　　　　　　　　　１２３ ．４

シミュレーシ ョン　　　　１２３ ．３

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０４

経常収支，１０億ドル

基準解　　　　　　　　　一８１ ．３

シミュレーシ ョン　　　　ー８４ ．５

乖離幅　　　　　　　　　 一３２

経常収支対名目ＧＤＰ比，％

基準解　　　　　　　　　．１ ．３０

シミュレーシ ョン　　　　ー１ ．３６

乖離幅　　　　　　　　　一００５

日本経済 ：

輸出，８５年１０億円

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

輸入，８５年１０億円

基準解

シミュレーシ ョン

乖離率

８１６８２ ．０

８１３９９ ．１

－０ ．３５

７２１９９ ．２

７２１６９ ．１

－０ ．０４

１９９４　　　　　　　　　１９９５

６８５ ．０，　　７１７ ．３

６７９ ．５　　　　　　　　７１０ ．１

－０ ．８０　　　　　　－１ ．００

１２２０１５

１２１７７ ．２

－０ ．２０

１９９６　　　　　　　　　　１９９７

７６０ ．２　　　　　　　　　８０７ ．５

７５２ ．２　　　　　　　　７９９ ．１

－１ ．０６　　　　　　　　－１ ．０３

１２４６８ ．９　　　　　　　１２５６９ ．５

１２４３６ ．３　　　　　　　１２５３３ ．７

－０ ．２６　　　　　　－Ｏ ．２８

６， ５７　　　　　　　６ ，２２

６， ７６　　　　　　　　　６ ，４７

０， １９　　　　　　　０ ．２５

１１１ ．５　　　　　　　１１１ ．８

１１１ ．４　　　　　　　１１１ ．６

－０ ．０８　　　　　　　　－０ ．１５

１１１ ．２　　　　　　　１１２ ．２

１１１ ．１　　　　　　　１１２ ．０

－０ ．０７　　　　　　－０ ．１４

１２６ ．２　　　　　　　１２９ ．０

１２６ ．１　　　　　　　　　１２８ ．７

－０ ．１１　　　　　　－０ ．２１

一９６ ．９　　　　　　　　－８４ ．９

－１０２ ．８　　　　　　　　－９３ ．４

　－５ ．９　　　　　　　－８ ．６

一１ ．４７　　　　　　　　－１ ．２３

－１ ．５７　　　　　　　　－１ ．３６

－０ ．１Ｏ　　　　　　－Ｏ ．１３

８２４６０ ．５　　　　　　８５１１８ ．８

８１９３７ ．５　　　　　　８４４５２ ．９

－Ｏ ．６３　　　　　　－０ ．７８

７４２７７ ．５　　　　　　７９５１７ ．６

７４２１１ ．９　　　　　　７９４２８ ．８

－０ ．０９　　　　　　　　－Ｏ ．１１

１２７６４ ．６

１２７３１ ．１

－０ ．２６

６， ０１　　　　　　　　５ ，７９

６， ２８　　　　　　　　　６ ，０４

０， ２７　　　　　　　０ ．２５

１１２ ．３　　　　　　　　１１２ ．５

１１２ ．１　　　　　　　　１１２ ．１

－０ ．２６　　　　　　－０ ．３８

１１４ ．０　　　　　　　　１１６ ．０

１１３ ．７　　　　　　　　１１５ ．７

－Ｏ ．２１　　　　　　　－Ｏ ．２８

１３１ ．９　　　　　　　　１３４ ．７

１３１ ．４　　　　　　　１３４ ．０

－Ｏ ．３７　　　　　　－０ ．５４

一８５ ．７　　　　　　　－８８ ．５

－９６ ．２　　　　　　－１０１ ．４

－１０ ．５　　　　　　　－１２ ．９

一１ ．１８　　　　　　　－１ ．１７

－１ ．３４　　　　　　　　－１ ．３５

－０ ．１６　　　　　　－Ｏ ．１８

８８４５３ ．３　　　　　　　９１３５０ ．８

８７７４８ ．０　　　　　　９０６７５ ．８

－Ｏ ．８０　　　　　　－Ｏ ．７４

８５８６６ ．１　　　　　　９１０９６ ．１

８５７７８　４　　　　　　９１０２０ ．Ｏ

－Ｏ ．１０　　　　　　－０ ．０８

（２１２）



Ｅ． Ｃ． 統合の経済的効果（稲田）

　　年　　　次　　　　　１９９３

雇用者数，万人

基準解　　　　　　　　　５１８０
．４

シミュレーシ ョン　　　　５１７９
．７

乖離率　　　　　　　　　一０
．０１

失業率，％

基準解　　　　　　　　　２
．３５

シミュレーシ ョン　　　　２
．３６

乖離幅　　　　　　　　　　０
．０１

輸出デフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　８４
．２

シミュレーシ ョン　　　　８４
．１

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０５

輸入デフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　　７１
・Ｏ

シミュレーシ ョン　　　　７１
．Ｏ

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０４

ＧＮＰデフレータ ，１９８５＝１００

基準解　　　　　　　　　１１１
．８

　シミュレーシ ョン　　　　１１１
．７

乖離率　　　　　　　　　一０ ．０４

経常収支，１０億ドル

基準解　　　　　　　　　１３９
．２

　シミュレーシ ョン　　　　１３７
．４

乖離幅　　　　　　　　　 一１
．９

経常収支対名目ＧＮＰ比，％

基準解　　　　　　　　　３
．５０

　シミュレーシ ョン　　　　３
．４６

　乖離幅　　　　　　　　　一００４

１９９４　　　　　　　　　　１９９５

５２５２ ．９　　　　　　　５３２１ ．２

５２５１ ．４　　　　　　５３１９ ．０

－Ｏ ．０３　　　　　　－０ ．０４

２， ４５　　　　　　　　　２ ，４５

２， ４７　　　　　　　２ ，４８

０， ０２　　　　　　　０ ．０３

　８５ ，０　　　　　　　　　８６ ，３

　８４ ，９　　　　　　　　　　８６ ．１

－Ｏ ．１４　　　　　　－０ ．２５

　７１ ，５　　　　　　　　７１ ，９

　７１ ，４　　　　　　　７１ ．７

－０ ．１４　　　　　　－Ｏ ．２９

１１３ ．４　　　　　　　　１１５ ．７

１１３ ．２　　　　　　　　１１５ ．３

－Ｏ ．１６　　　　　　－０ ．３４

１４３ ．０　　　　　　　　１４０ ．３

１３９ ．３　　　　　　　　１３５ ．６

－３ ．６　　　　　　　－４
．７

　３ ，２３　　　　　　　２ ，９２

　３ ，１６　　　　　　　　　２ ．８３

－Ｏ ．０７　　　　　　－０ ．０８

１９９６　　　　　　　　　１９９７

８９

５３８５ ．１　　　　　　　５４４４ ．３

５３８２ ．５　　　　　　　５４４１ ．７

－０ ．０５　　　　　　－０ ．０５

２， ４５　　　　　　　　　２ ，５４

２， ４９　　　　　　　　　２ ，５８

０， ０４　　　　　　　　　　０ ．０４

　８７ ，２　　　　　　　　　８７ ，６

　８６ ，８　　　　　　　　　８７ ．１

－０ ．３８　　　　　　　－０ ．５１

　７２ ，２　　　　　　　７２ ，４

　７１ ，９　　　　　　　７２ ．Ｏ

－Ｏ ．４６　　　　　　－０ ．６５

１１８ ．２　　　　　　　　１２０ ．９

１１７ ．５　　　　　　　１１９ ．８

－０ ．５８　　　　　　－Ｏ ．８６

１３２ ．６　　　　　　　　１２８ ．５

１２７ ．５　　　　　　　　１２３ ．６

－５ ．１　　　　　　　－４
．９

　２ ，５４　　　　　　　　　２ ，２３

　２ ，４７　　　　　　　　　２ ．１７

－Ｏ ．０８　　　　　　－Ｏ ．０６

ｖ． 要約と結論

以上二つのシミュレーシ ョンを通して，得られた結論を簡単に整理しておこ

う。（１）Ｅ　Ｃの経済統合によりＣｅｃｃｈｍ１ （１９８８）が描いたような積極的なシナ

リオを実現できたならぼ，世界のＧＤＰは増大し物価は低下するという好まし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１３）



　９０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

い果実を得ることが出来るだろう 。逆に ，（２）Ｅ．Ｃ．が保護主義に走ったとすれ
は， Ｅ　ＣのＧＤＰは若干増加するが，世界輸出は縮小し世界のＧＤＰは減少す

る。 Ｅ． Ｃ． 域外国が報復を関税引き上げという形で実施すれば，Ｅ．Ｃ．自体の

ＧＤＰも縮小することが予想される（Ｋ１．ｍ．ｎｄ　Ｈｏｎｇ（１９９３）参照）。 これは極め

て教科書的な答を再確認するものである。われわれのシミュレーシ ョンでは ，

Ｅ． Ｃ． 統合の日本に与える経済的効果は，日本及びＥ．Ｃ．のそれぞれの市場に占

めるシェアの大きさからすれば非常に大きいものではないが，Ｅ．Ｃ．と日本の

経済関係が今後益々緊密化することを考えれば，Ｅ．Ｃ．を保護主義に走らせる

ことなく ，多国間で貿易障壁を引き下げる努力を続けることが極めて重要であ

るといえる 。

　最後に若干の留意点をして記しておこう 。ここで使用しているＥ．Ｃ．モデル

は局度にアグリケートされたモテルであるので，われわれの得た結果は，Ｐ，ｏ ．

ｊｅｃｔ　ＬＩＮＫのようにほぼすべてのＥ．Ｃ．構成国のモデルがリンクされその集計

結果として得られる効果と乖離が生ずるかも知れない。また貿易マトリッ クス

を通ずる効果において，われわれの２国間輸入関数から得られる結果と総輸入

を貿易シェアマトリッ クスで配分するような方法で得られる結果に相違が発生

する可能性があるので注意が必要である
。

Ｒｅｆｅｒｅｎ６ｅ

Ｉｎａｄａ・Ｙ　ａｎｄ　Ｋ　Ｆｕｊｌｋａｗａ（１９９３（ａ）） ，‘‘Ｏｕｔｌｍｅ　ｏｆ　ＩＣＳＥＡＤ ’ｓ　Ｊａｐａｎ　Ｍｏｄｅ１ ，・・

　　１Ｃ８ＥＡＤ　Ｗ６紬舳ｇ　Ｐゆぴ８舳３５（Ａ）Ｎｏ９３ －２

Ｉｎａｄａ　Ｙ　ａｎｄ　Ｋ　Ｆｕｊ１ｋａｗａ（１９９３（ｂ）） ，‘‘Ｏｕｔ１ｍｅ　ｏｆ　ＩＣＳＥＡＤ’ｓ　Ｔｒａｄｅ　Ｌｍｋａｇｅ　Ｍｏｄｅ１

　　ａｎｄ　Ｓ１ｍｕ１ａｔｌｏｎ
，”

１Ｃ８厄ＡＤ　Ｗ６ブ尾閉ｇ　Ｐゆ６ブ ８舳６５（Ａ）Ｎｏ９３－３

Ｉｎａｄａ，Ｙ　ａｎｄ　Ｋ　Ｆｕｊ１ｋａｗａ（１９９３（ｃ）），“Ｏｕｔ１ｍｅ　ｏｆ　ＩＣＳＥＡＤ’ｓ　Ｕ　Ｓ　Ａ　Ｍｏｄｅ１ ，’’

　　１Ｃ８ＥＡＤ　Ｗ６７〃〃ｇア砂ぴ＆〃３３（Ａ）Ｎｏ． ９３ －４

Ｐａｏ１ｏ　Ｃ
ｅｃｃ
ｈｉｎｉ（１９８８），　Ｔゐ３ 亙〃ズｏ〃伽〃 Ｃんｏ〃舳ｇ３１９９２Ｂｒｕｓｓｅｌ

Ｃｏｍｍ１ｓｓｌｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅ　Ｃ　（１９８５），Ｗ；ん炊肋欠ｒ　ｏ〃 Ｃｏ刎〃３肋ｇ泌３１〃６閉”””斤

　　加¢，Ｂｒｕｓｓｅ１

Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅ　Ｃ　（１９８７） ，‘‘Ｔｈｅ　Ｓｍｇ１ｅ　Ａｃｔ　Ａ　Ｎｅｗ　Ｆｒｏｎｔ１ｅｒ　ｆｏｒ　Ｅ岨ｏｐｅ ’’

　　Ｂ〃脇・げ肋ブ・ク舳Ｃ・舳〃〃・・

（２１４）



　　　　　　　　　　　Ｅ．Ｃ．統合の経済的効果（稲田）　　　　　　　　　　　９１

Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅ　Ｃ　（１９８８），丁加Ｅｏｏ〃ｏ舳６５ げ１９９２－Ａ〃ん蝸舳６〃 げ肋３

　　戸・肋肋ＺＥ・…刎１・ 峨・¢・ げＣ・卿脇・９伽１〃舳・Ｚ〃〃〃げ伽Ｅ・Ｃ ，
　　Ｂｒｕｓｓｅ１

Ｋ１ｅｍ，Ｌ　Ｒ　ａｎｄ　Ｐｍｇｆａｎｇ　Ｈｏｎｇ（１９９３），“Ｆｏ血ｒｅｓｓ　Ｅｕｒｏｐｅ　ａｎｄ　Ｒｅｔａ１１ａｔｏｒｙ　Ｅｃｏｎｏ

　　ｍ１ｃ　Ｗａｒｆａｒｅ ，” 丹ｏ舳舳舳舳６Ｗ；３伽ズ６ｅｄ　Ｄ　Ｓ
ａ１ｖａｔｏｒｅ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍ

　　 ｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ

Ｋ１ｅｍ　Ｌ　Ｒ　ａｎｄ　Ｖ　Ｓｕ（１９７９） ，‘‘Ｐｒｏｔｅｃｔ１ｏｍｓｍ　Ａｎ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ｆｒｏｍ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫ
，’’

　　ノ・・閉け戸・伽〃・〃加＆１（Ｊ・・…ｙ）

１）ＩＣＳＥＡＤ／Ｒｌｔｓｕｍｅ１ｋａｎ　ＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅ１は，筆者がＵ
ｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｐｅｍｓｙ１ｖａｎ１ａ

　のＬ　Ｒ　Ｋｌｅｍ教授の指導のもとに開発したＵＳ－Ｊａｐａｎ　ＬＩＮＫ　Ｍｏｄｅ１をプロト

　タイプとしている。モテルの詳細については ，Ｉｎａｄａ， ＹａｎｄＫＦｕｊ１ｋａｗａ（１９９３

　（・），（ｂ），（・））を参照のこと
。

２）ＩＤＥ貿易マトリッ クスは輸出表と輸入表の２枚から構成されており ，それぞ

　れ輸出国側の統計，輸入国側からの統計を基にして作成されたものとなっ ている 。

　したが って，データの評価基準は原則として，輸出表ではＦＯＢ，輸入表では

　ＣＩＦとなっ ている。われわれは，このデータを基礎にして貿易連関モデルを開

　発しているが，数々の問題点が残されている 。

　　原データをわれわれの関心のある形に組み替えようとする場合，様々な形で修

　正が加えられなければならないが，その修正は主として中国とＲＯＷにおいて

　なされている 。

　　 １． 問題の多い中国のデータについて以下の修正を加えた。（１）まず，今回の

　貿易マトリッ クスは，輸出表を推計式用の基本データとした。しかし，中国から

　の各国への輸出額は７４年以前は計上されていない。そこで ，（２）Ｗｏ．１ｄ　Ｂａｎｋ ，

　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔａｂ１ｅ・１９９２のＣｏｍ岬Ｔａｂ１ｅｓ のＣｈｉｎａのデータを使用する。そこには
　１９７０
－９０年の輸出入額がドル ・べ一スで計上されている。その数値を基本データ

　のＣｈｍａ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｗｏｒｌｄと置き換える 。（３）Ｃｈｍａ Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｕ　Ｓ ，Ｃｈｍａ　Ｅｘ

　ｐｏｒｔｓ　ｔｏＪａｐａｎ　Ｃｈｍａ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｅ　Ｃの９４年以前のテータは，欠落している ・

　基本方針としては，日本，米国，Ｅ．Ｃ．については ，１９７０－９０年にわた って輸入表

　のＵＳ　Ｉｍｐｏｒｔｓ　ｆｒｏｍ　Ｃｈｉｎａ，Ｊａｐａｎ　Ｉｍｐｏｒｔｓ　ｆｒｏｍ　Ｃｈｉｎａ，Ｅ・Ｃ・Ｉｍｐｏｒｔｓ　ｆｒｏｍ　Ｃｈｉ－

　ｎａの数値を用いた。ただし，（４）当該国の各国からの輸入から各国の当該国への

　輸出への変換は ，ＩＦＳ　Ｙｅａｒ　ＢｏｏｋのＣＩＦ／ＦＯＢ　Ｆａｃｔｏｒ を用いて変換した。Ｅ．Ｃ

　については加盟国の平均値を用いている。このようにして ，Ｃｈｉｎａ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ

　Ｕ　Ｓ ，Ｃｈｍａ Ｅｘｐｏ村ｓ　ｔｏ　Ｊａｐａｎ，Ｃｈｍａ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｅ　Ｃの全期問のテータは埋め

　られた 。（５）Ｃｈｉｎａ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｗｏｒ１ｄとの整合性をはかるためＣｈｉｎａ　Ｅｘｐｏれｓ　ｔｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１５）



９２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

　　ＲＯＷを残差とした 。

　　　 ２． 中国についで問題点の多いのが，ＲＯＷのデータである。例えば，ＩＤＥ

　　の輸出表では，ＲＯＷ　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｃｈｉｎａ　Ｔａｉｗａｎ は， １９７牌には負値が報告され

　　ている。ここでも基本的には，信頼のある国の輸入表を用いることとした。米国 ，
　　 日本，韓国，台湾，Ｅ　Ｃについては，輸入表の１－ｔｈ　Ｃｏｍｔｒｙ’ｓ　Ｉｍｐｏｒｔｓ　ｆｒｏｍ

　　 ＲＯＷを用いた。当該国の各国からの輸入から各国の当該国への輸出への変換は
，

　　 ＩＦＳ　Ｙｅａｒ　ＢｏｏｋのＣＩＦｌＦＯＢ　Ｆａｃｔｏｒ を用いて変換した。台湾については韓国の

　　値を，Ｅ．Ｃ．についてはＥ．Ｃ．加盟国の平均値を用いている 。

　　　 ３． 以上修正した値の合計が整合性を持つようにした結果，輸出合計（Ｗｏｒｌｄ

　　Ｅｘｐｏｒｔｓ　ｔｏ　Ｗｏｒ１ｄ）は１９９０年でのカハレ ソジが対ＩＦＳ比で９５－９９％に達した 。

　　 ＲＯＷにまだ問題点が残されているが，ＩＦＳやＷｏｒｌｄ　Ｔａｂｌｅｓ と遜色ない程度に

　　貿易マトリッ クスの質が向上しており ，修正された貿易マトリッ クスは使用に十

　　分耐えられると考えられる 。

（２１６）




